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１ 綾瀬市総合計画２０３０ 

綾瀬市総合計画２０３０は、本市が持続可能なまちとしてあり続けるために、令和３年度（２０２１年度）から令和１２年

度（２０３０年度）までの１０年間で目指すべきまちの姿を設定し、市政運営の基本となる方向性を定める計画です。 

今後のまちづくりや行政の課題に対する方向性を定めるため、本計画は次の基本構想と実施計画の２層で構成します。 

 

（１）基本構想 

目指すべき将来都市像や１０年後のまちに向けた理念を明らかにし、その実現に向けて、「育てる」「稼ぐ」「支える」の３つ

の基本方針を設定し、重点的、戦略的に実施する取り組みとして、１５の「戦略プロジェクト」を定めています。 

◆将来都市像        「緑と文化が薫るふれあいのまち あやせ」 

◆１０年後のまちに向けた理念「“つたえる”を大切にするまち “つながる”を生み出すまち」 

 

（２）実施計画 

戦略プロジェクトを構成する事業や、市が予算に基づいて実施する各行政分野の主たる事業を位置付けるもので、毎年度の

予算と連動しています。３年程度を見据え、社会情勢などの変化に柔軟に対応しながら、将来都市像及び１０年後のまちの姿

の実現に向けた具体的な事業を位置付けています。 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画の構成 
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２ 実施計画の構成 

（１）戦略プロジェクト別事業 

総合計画に掲げる１５の戦略プロジェクトを確実に推進するための政策的な事業のうち、主たる事業の名称を一覧で掲載し

ています。政策・施策体系別事業一覧へ掲載されている取り組みは、掲載ページを記しています。 

 

・戦略プロジェクトとは 

 「育てる」「稼ぐ」「支える」の３つの基本方針に基づき、本市において緊急性、重要性が高く、かつ重点的、戦略的に実

施する取り組みを「戦略プロジェクト」として位置付けており、次の５つの原則を基に定めています。 

 

①人口減少社会における課題解決に直結すること 

②本市の将来を見据え、１０年間で実現すべきビジョンを明確にしていること 

③優先的に取り組むべき課題に焦点を当て、実現可能性と効果が高いこと 

④市民と共に協力・連携しながら、取り組みを進めること 

⑤庁内横断的な取り組み・体制により、実現を図ること 

 

１５の戦略プロジェクトは、基本構想で示した目指すべき将来都市像を具現化するため、各プロジェクトごとに現状把握

と課題分析を行い、今後の取り組み、まちづくりの進むべき方向性、いわゆる「目指す姿」を定め、ステップ１からステッ

プ３の段階ごとに取り組みを展開し、目指す姿の実現に向けた効果的な取り組みを着実に進めていきます。 

３つの基本方針と戦略プロジェクトは、明確に区分するものではなく、相互に重なり合い、効果を発揮しながら１０年後

のまちの姿を実現に結び付けていくものです。 

 

（２）政策・施策体系別事業 

行政が担う施策を「福祉・保健」「安心・安全」「都市づくり」「産業振興」「文化・教育」「環境」「自治・行政」の７つの分

野に区分し、予算体系として整理するとともに、戦略プロジェクトを構成する事業を含む、市が予算に基づいて実施する各行

政分野の政策的な主たる事業を各政策・施策別に体系化しています。 



5 

 

３ SDGｓの取組み 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）とは、２０１５年の国連サミットで採択された、世界の

都市に共通した普遍的目標です。 

「誰一人取り残さない」持続可能で、多様性と包摂性のある社会を実現するため、２０３０年を年限とする１７のゴール（目

標）、その下に１６９のターゲットが定められ、地方自治体も含んだ幅広い関係者の連携が重視されています。 

本市としても、国際社会の普遍的目標であるＳＤＧｓに貢献する視点に立ち、あらゆる施策・事業においてＳＤＧｓを意識

して取り組んでいく必要があることから、政策・施策体系別事業一覧において、事業ごとに特に関わりの深い１７のゴールを

紐づけています。 

ＳＤＧｓの１７のゴールは、以下のアイコンで表されます。 
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４ 戦略プロジェクト別事業 

（１）戦略プロジェクト 
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（２）戦略プロジェクト別事業一覧 

 

事業番号 事業状況 事業名 ページ 

育てる 1 笑顔あふれる親子が育つまち PJ 

1 継続 生活困窮世帯の高校生に対する学習支援の拡充  19 

2 新規 新生児聴覚検査助成事業 20 

3 拡充 妊婦健康診査助成事業 20 

4 継続 おたふくかぜ予防接種事業 21 

5 継続 ３歳６か月児健診屈折検査事業 21 

6 継続 子ども家庭総合支援拠点事業  21 

7 継続 あやせ流つなぐ支援  21 

8 新規 非認知能力向上促進事業（心と身体を癒すリラクゼーション講座） 24 

9 拡充 小児医療費助成事業の拡大 24 

10 継続 養育費確保支援事業（ひとり親総合支援事業） 25 

11 継続 非認知能力向上事業 25 

12 継続 子育て支援センター運営経費 26 

13 継続 高等職業訓練促進給付金支給事業 26 

14 新規 保育士等家賃補助金 27 

15 新規 保育士処遇改善給付金 27 

16 新規 保育所等紙おむつ処理事業 28 

17 新規 小規模保育施設運営費補助金 28 

18 新規 保育所給付費等管理システム導入事業 29 

19 新規 放課後児童クラブ管理システム導入事業 29 

20 継続 保育士確保対策事業 30 

21 継続 保育士雇用環境改善事業 30 

22 継続 病児保育事業 30 
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事業番号 事業状況 事業名 ページ 

育てる 1 笑顔あふれる親子が育つまち PJ 

23 継続 保育士奨学金返済補助金 30 

24 継続 待機児童の解消  30 

25  新規 ドリームプレイウッズ利活用促進事業 31 

26 新規 （再掲）保育所給付費等管理システム導入事業 88 

27 新規 （再掲）放課後児童クラブ管理システム導入事業 90 

 

育てる 2 外国人市民が活躍する多文化共生のまちづくり PJ 

28 新規 親子交流による多文化共生の推進 78 

29 継続 外国人市民のための一元的情報提供・相談窓口 78 

30 継続 日本語等の学習支援 79 

31 継続 あやせ国際フェスティバル 79 

32 継続 あやせウェルカムパックの配布 79 

 

育てる 3 未来を支える地域コミュニティの仕組みづくり PJ 

33 継続 地域学校協働活動推進員の配置 67 

34 新規 自治会の LINE 開設支援 76 

35  継続 あやせ大納涼祭 76 

36 継続 市民活動応援補助金（きらめき補助金） 77 

37 継続 市民活動センターあやせ 77 

38 継続 市民協働事業 77 

39 継続 自治会ホームページ作成経費に対する補助金 77 
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事業番号 事業状況 事業名 ページ 

育てる 4 特色ある公園活用 PJ 

40 拡充 光綾公園管理棟太陽光設備設置工事 50 

41 継続 光綾公園の特色を生かした魅力ある公園づくり 50 

42 継続 公園内カフェ、キッチンカー等の誘致 50 

43 拡充 （再掲）光綾公園管理棟太陽光設備設置工事 72 

44 新規 ばらで輝くまちあやせへの取組み 84 

 

育てる 5 目久尻川流域の歴史文化形成 PJ 

45 新規 綾瀬の石造物調査 69 

46 継続 目久尻川文化ゾーン構想の推進 69 

 

稼ぐ 1 道の駅から始まる綾瀬市活性化 PJ 

47 継続 道の駅の整備 45 

 

稼ぐ 2 あやせ工場 PJ 

48 新規 外国人高度人材の雇用支援 53 

49 新規 中小企業脱炭素化促進奨励金 53 

50 継続 中小企業強靭化推進補助金 54 

51 継続 あやせ工場スマートナビ運営事業 54 

52 継続 中小企業コンサルティング事業 54 

53 継続 若手技術者ネットワーク構築事業  54 

54 継続 あやせ工場技能継承事業（あやせ工匠塾） 54 

55 継続 綾瀬ブランド新商品開発支援事業 54 

56 継続 あやせ工業団地オープンファクトリー補助金 54 
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事業番号 事業状況 事業名 ページ 

稼ぐ 3 あやせ農場 PJ 

57 拡充 認定農業者支援事業 59 

58 新規 耕畜連携推進事業 59 

59 継続 農産物利活用促進事業 60 

60 継続 新規就農者の育成を支援するサポーター農家への支援  60 

61 継続 農家の労働力不足の解消を目的とした援農ボランティア養成事業 60 

62 継続 利用集積の拡大事業 61 

 

稼ぐ 4 「ロケのまち あやせ」ならでは観光 PJ 

63 継続 グルメ商品、土産品の開発支援事業 57 

64 継続 魅力ある商店や飲食店づくりへの支援事業 57 

65 拡充 観光集客イベントのブランド力の向上 58 

66 継続 菜速あやせコーン堪能祭」事業 58 

67  継続 ＷＥＢロケハンページ構築事業  58 

68 継続 観光アドバイザー事業  58 

69 継続 分散型観光事業（びゅ～っとあやせ） 58 

 

稼ぐ 5 中心市街地魅力ＵＰリニューアル PJ 

70 継続 綾瀬市中心市街地の活性化 88 

71 継続 市民文化センターの再編 88 
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事業番号 事業状況 事業名 ページ 

支える 1 アクティブ・シニア応援 PJ 

72 継続 高齢者デジタル活用支援事業 16 

73 継続 高齢者の社会参加促進 16 

74 継続 シルバー人材センター運営補助金 16 
 

支える 2 あやせ流健康習慣定着 PJ 

75 継続 後期高齢者健診結果のデータ化  19 

76 継続 With コロナ時代の健康寿命延伸の取組み  21 

77 継続 妊婦支援特別給付金事業  21 

78 継続 あやせ流健康習慣定着プロジェクト（食事編）  21 

79 継続 あやせ流健康習慣定着プロジェクト（行動変容編）  21 

80 継続 ノルディック・ウォーク普及事業 23 

81 継続 ホームタウンチームＳＣ相模原・ノジマステラ神奈川相模原との連携事業 23 
 

支える 3 大規模自然災害対策 PJ 

82 拡充 防災ハザードマップの更新 33 

83 継続 防災意識啓発 33 

84 継続 防災シンポジウム手話通訳招へい  33 

85 新規 災害用ドローン整備事業 34 

86 拡充 防災行政用無線（同報系）更新事業 36 

87 拡充 （再掲）防災ハザードマップの更新 36 

88 新規 避難所用ポータブル蓄電池整備 37 

89 継続 下水道管施設（管きょ・終末処理場）の耐震化 37 

90 休止 （休止）準用河川比留川河床の整備  52 
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事業番号 事業状況 事業名 ページ 

支える 4 誰もが便利な移動手段強化 PJ 

91 継続 福祉団体育成事業（地域における移動手段の充実） 15 

92 拡充 コミュニティバス運行の見直し検討業務 46 

93 新規 綾瀬市総合都市交通計画改定業務 47 

94 継続 幹線道路等整備事業 48 

 

支える 5 次世代につなげる公共施設改革 PJ 

95 新規 図書館基本構想策定事業 67 

96 新規 早川地区公共施設再編事業 86 

97 継続 蓼川地区公共施設再編事業 87 

98 継続 もみの木園建替え事業 87 

99 継続 公共施設再編の推進 88 

 

全てに該当 

100 継続 総合計画 2030の効果検証 83 

 

  



13 

 

５ 政策・施策体系別事業 
（１）政策・施策体系図 

  

分野 政策 施策 分野 政策 施策
１　地域で支え合う福祉活動 １　工業振興

２　高齢者福祉と社会参加 ２　企業誘致

３　 障がい者の自立と社会参加 ３　労働環境

４　社会保障

１　商業振興

１　健康づくり ２　観光振興

２　地域医療

３　スポーツ １　農業振興

２　農地保全

１　子育て支援

２　保育環境

３　青少年健全育成 １　学校教育

２　学校教育環境

１　防災危機管理体制 １　生涯学習

２　火災予防と消防力 ２　文化・芸術

３　災害に強いまちづくり ３　文化財の保護活用

１　防犯対策

２　交通安全対策 １　みどりの保全

３　市民相談 ２　環境負荷の低減

１　基地対策 １　生活環境の保全

２　基地との新たな関わり ２　資源の利活用

１　総合的土地利用 １　コミュニティづくり

２　産業の拠点形成 ２　多文化共生

１　公共交通ネットワーク １　人権擁護

２　道路ネットワーク ２　平和活動

３　 歩行者･自転車ネットワーク

１　効果的・効率的な行財
　　政経営

１　住宅 ２　シティプロモーション

２　景観 ３　人材育成・研修

３　公園 ４　公共施設マネジメント

４　下水道 ５　ＩＣＴの利活用

５　河川

２ 都市基盤 ２ 人権・平和

３ 行政経営

３ 都市環境

２ 安心
６　環境 １ 自然環境

３ 基地 ２ 生活環境

３　都市づくり １ 土地利用 ７　自治・行政 １ コミュニティ

３ 農業

３ 子ども・子育て

５　教育・文化 １ 教育

２　安全・安心 １ 防災 ２ 生涯学習

２ 商業・観光
２ 健康・医療

１　福祉・保健 １ 福祉 ４　産業振興 １ 工業
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 （２）「政策・施策体系別事業一覧」の見方 

  

 

 

 

 

 

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・病児保育事業　　　　　　　　　戦略-育1　（令和４年度実施計画　主要継続事業掲載）
・保育士奨学金返済補助事業　　　戦略-育1  （令和４年度実施計画　主要継続事業掲載）
・待機児童の解消　　　　　　　　戦略-育1　（令和４年度実施計画　その他掲載）

20
R
7

20

同左

非認知能力向上促進事業（心と身体を癒すリラクゼーション講座）

概
要

子の非認知能力向上や虐待予防を図るため、子育てに不安を抱えていたり、子育てが苦手で支援が必要
な未就学の子を持つ親を対象に、感情のコントロールや集中力・想像力・創造力・自己肯定感を高める
『心と身体を癒すマインドフルネス講座（リラクゼーション）』を実施し、子どもの情緒が安定し健全
な成長ができるような子育て環境を形成します。

S

D

G

s

こども未来課

令和7年度

・支援が必要な親へ個別に声掛け
・心と身体を癒すマインドフルネス講座の実施

同左

政策 3 子ども・子育て

【　新規・拡充事業　】

R
5

10

新規 戦略-育1

施
策
 
1
 
子
育
て
支
援

単
位

人
基
準
値

―
目
標
値

分野 1 福祉・保健

3

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度

R
6

指
標 ① 講座の参加者

指標の目標値を年度ご

とに示しています。 

施策ごとに、新規・拡充事業を先に、継続事業

を後に掲載しています。 

事業が該当する戦略プロジェクト(p.6)の略称を

示しています（該当しない場合は未記入です）。 

事業と特に関連のあるＳＤＧｓ（持

続可能な開発目標）を示しています。 

取り組む事業の名称を示していま

す。（同一の事業が複数の施策に関連し

ている場合は、主となる施策以外の施策

については、事業名の前に「（再掲）」と

表記しています。 

基準値・目標値の単
位を示しています。 

新規・拡充・継続の別を

示しています。 

分野・政策・施策ごとに仕分けています

（詳細は p.13 分野別施策体系図をご覧くだ

さい）。 

詳細に掲載している施策毎の主要事

業以外に、戦略プロジェクトの達成

に貢献する主な事業がある場合、そ

の事業の名称を示しています。 

目標値の設定にあたっての基準値

を示しています。「－」となってい

るものは、新規等の事業により基

準値がないことを示しています。 

事業の成果等を図る際、参

考となる指標（重要業績評

価指標）を示しています。 

当該事業を担当する所属

名を示しています。 



（３）政策・施策体系別事業一覧

施
策
 
1
 
地
域
で
支
え
合
う
福
祉
活
動

福祉総務課

継続

789（R2）① 人

概
要

住民参加型移動支援団体や福祉有償運送等を行う人材の育成と地域の移動困難者が安心して暮らせるまち
を目指すため、貸出用車両のさらなる周知や補助金制度の活用促進など、団体に対する継続的支援を行い
ます。

福祉団体育成事業（地域における移動手段の充実）

1,440 1,560

S
D
G
s

1（R2） 目
標
値

6

②

1,680

件 基
準
値

4 R
6

①

コーディネーターが相談支援を行っている
福祉団体数

団体 4（R2）

分野 1 福祉・保健

政策 1 福祉

【　新規・拡充事業　】

福祉支援団体交流室の利用者数

指
標

R
5

概
要

S
D
G
s

5 R
7貸出用車両の利用件数 件 1（R2）

新規

福祉総務課

食料支援団体の活性化促進事業

概
要

新型コロナウイルスの感染拡大や物価高騰等の影響により増加している生活困窮者に対して十分な食料提
供を行うため、困窮者への食料支援を実施している団体に対し、増加した支援者数や活動回数に応じてそ
の分に必要な食材や消耗品等の購入費用を助成します。

S
D
G
s

R
6

R
7②

福祉団体育成事業（地域で支え合う福祉活動）

7
（うち新規1）

8
（うち新規1）

9
（うち新規1）

継続

6 7

②

単
位

120（R4）

箇所 4（R4） 5

132 144 156

【　主要継続事業　】

44 52 60

指
標

単
位

基
準
値

目
標
値

R
5

福祉団体の新規立ち上げや継続的活動を支援するため、福祉支援団体交流室の利用の促進やコーディネー
ターによる相談対応等ができる環境を整備します。

福祉総務課

戦略-支4

補助申請件数

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・補助金の交付 ・同左
・同左
（事業終了予定）

指
標

単
位

基
準
値

目
標
値

R
5

R
6

R
7

① 食料支援実施場所

食料支援回数 回
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継続 高齢者の社会参加促進

アクティブ・シニア応援窓口（社会参加）
でのマッチング件数

政策 1 福祉

110

スマホ教室参加者数 人
単
位

概
要

②

R
6

R6に事業の見直
しを図るため、

無し

戦略-支1 高齢介護課

①

病気やコロナ禍の自粛による心身の機能低下に負けない元気な高齢者を増やすため、企業や団体とのマッ
チングをおこアクティブ・シニア応援窓口や、体験教室の開催等の取組みを行います。

350

件

② 50（R4）
教室参加者のうち、スマホを持っていない
人が、スマホを購入したいと思う割合

基
準
値

目
標
値％

350①

18,000

シルバー人材センター運営補助金　

50

S
D
G
s

アクティブ・シニア応援窓口（就労）での
マッチング件数

200

95（R2）

単
位

人

基
準
値

目
標
値

R
5

R
6

市内在住の健康で働く意欲を持つ高齢者の就労機会を提供するため、シルバー人材センターの運営費の一
部を助成します。 11

200 200

概
要

S
D
G
s

指
標

R
5

継続

R
6

人
基
準
値

S
D
G
s

R
750

110

3

①

戦略-支1

目
標
値

8

18,000
アクティブ・シニア応援窓口来場者数（社
会参加）

件

206（R2）

継続 高齢者デジタル活用支援事業 戦略-支1 高齢介護課

概
要

高齢者の新たな社会参加促進とデジタルデバイドの解消を図るため、民間企業と連携し、初心者向けのス
マホ教室を開催します。

指
標

単
位

正会員数

分野 1 福祉・保健

636

③

指
標

636（R2）

施
策
 
2
 
高
齢
者
福
祉
と
社
会
参
加

350（R4）

高齢介護課

110

R
5

R
7

636636

R
7

18,000（R4） 18,000

【　主要継続事業　】
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30

障がい福祉課

R
7

64

継続

基
準
値

概
要

②

① 100（R4）
目
標
値

R
7

100

62 63②

就労相談支援で一般就労をした障がい者が、離職せず長期で就労を継続できるよう、障がい者及び勤務先
へ、電話や訪問により定期的に連絡を取り、必要な助言や調整などの支援を行います。

S
D
G
s

80（R2）単
位

R
5

S
D
G
s

単
位

政策 1 福祉

① R
6

80

人 30

60（R3）

100

R
6

100

障がい者緊急受け入れ体制の整備 障がい福祉課

就労相談数

指
標

指
標

緊急事態発生時の対象者の受入率

就労定着率

分野 1 福祉・保健

39（R2）

概
要

目
標
値

％

％ 基
準
値

障がい者が地域で安心して生活できる環境を整備するため、１８歳以上の障がい者（身体・知的・精神
等）の介護者が、急病等の不測の事態により一時的に介護することができなくなった際、４８時間を上限
として市内の短期入所施設に一時的に入所できる体制を整備します。

継続

【　主要継続事業　】

就労相談支援業務

％

30

短期入所の支給決定を受けている障がい者
（医療ケア等を除く）のうち、事業の利用
登録をしている者の割合

80R
5

80

施
策
 
3
 
障
が
い
者
の
自
立
と
社
会
参
加

17



①

41（R4） 1

―

拡充 フレイル予防の推進

人 R
7

・フレイル測定会
・フレイル予防教室
・レインボー健康体操教室

令和6年度 令和7年度

・回想法実践者育成のためのリーダー養成講座
・回想法体験会

・回想法実践者育成のためのリーダー養成講座
・回想法体験会
・「回想法サロン開催に向けてサロン運営の方法を
学ぶ」講座

・市内4つの日常生活圏域それぞれで回想法サロ
ンの立ち上げ

1

リーダー養成講座の受講者人数

地域包括ケア推進課

概
要

分野 1 福祉・保健

―指
標

事
業

内
容

回想法指導者の養成新規

単
位 回

R
6

基
準
値

政策 1 福祉

施
策
 
4
 
社
会
保
障

令和5年度 令和6年度

令和5年度

【　新規・拡充事業　】

地域包括ケア推進課

令和7年度

・フレイル測定会
・フレイル予防教室
・レインボー健康体操教室
・アプリ「みんチャレ」活用事業

R
5

60 R
6

60

② 回想法サロンの数

60

② みんチャレアプリ新規登録者数 人 100（R4） 100 100

単
位

人

S
D
G
s

30R
5

S
D
G
s

―30

事
業

内
容

目
標
値

・同左

基
準
値

目
標
値

―

概
要

フレイル状態の高齢者を早期に発見し、介護予防事業につなげるため、フレイル測定会を実施します。ま
た、オーラルフレイルに関する講義を充実させ、口腔機能の向上の支援を強化するため、フレイル予防教
室において、新たに歯科衛生士を講師として招きます。

認知症の予防や進行の抑制、社会的フレイルの抑制に向けて、予防効果が期待されている回想法を地域サ
ロンで展開するため、市民活動団体と協働して回想法を実践できる担い手を育成します。

R
7

指
標

① フレイル測定会参加者数

18



認知症の症状をこれまで以上に理解したサポーターの増加を図るため、地域で認知症の人やその家族を支
える「認知症サポーター」の育成に向け、ＶＲを活用した認知症状の疑似体験を行う講座を開催します。

S
D
G
s

概
要

地域包括ケア推進課

継続

② 制度利用者数

単
位

目
標
値

R
5

100
R
6

120

生活困窮者が困窮状態から抜け出した後、再び困窮状態になることを予防するため、適切な家計管理が出
来るよう家計改善支援を行います。

R
7

13

家計改善支援事業支援対象者の市税滞納に
よる差押え人数

ＶＲを活用した「認知症サポーター」の養成

指
標 ① 体験者数

単
位

R
6

【　主要継続事業　】

0

継続

目
標
値

R
5

S
D
G
s

概
要

人
基
準
値

65（R4）

家計改善支援事業

政策 1 福祉

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・生活困窮世帯の高校生に対する学習支援の拡充　戦略-育1　（令和４年度実施計画　その他掲載）
・後期高齢者健診結果のデータ化　              戦略-支2　（令和４年度実施計画　その他掲載）

0 R
7

0

福祉総務課

分野 1 福祉・保健

人 基
準
値

0（R2）指
標

120

人 10（R2） 11 12

施
策
 
4
 
社
会
保
障

①

19



市職員による利用促進事業の実施回数

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・事業周知と受診勧奨
・周産期医療機関との連携

・同左

S
D
G
s

【　新規・拡充事業　】

妊婦健康診査助成事業

％ ― 100 100

100

・同左

指
標

新生児聴覚検査助成事業

必要な健診を受けられた妊婦の割合

・事業周知と補助券発行

R
5

100 R
6

単
位

％

100

基
準
値

― 目
標
値

R
7

戦略-育1

100

妊婦健康診査時にかかる費用を負担し、安心した妊娠生活につなげるため、妊娠届出時に交付している補
助券の補助額を増額します。

％

・同左 ・同左

② 要精密検査になった新生児の医療機関受診率

①

標準的な妊婦健診の受診回数（14回） 14

S
D
G
s

指
標

①

分野 1 福祉・保健

新生児聴覚検査受診率 単
位

基
準
値

97（R3）

14

戦略-育1

令和5年度

政策 2 健康・医療

施
策
 
1
　
健
康
づ
く
り

新規 健康づくり推進課

概
要

出産時の経済的負担を軽減するとともに、全ての保護者に聴覚検査の受診勧奨を行い、支援が必要となっ
た場合は早期に必要な医療機関へつなげるため、全ての新生児を対象に聴覚検査に係る費用の一部を補助
します。

R
5

100

目
標
値

13（R3） 14

100

②

令和6年度

回

健康づくり推進課

R
6

100 R
7

事
業

内
容

令和7年度

概
要

拡充
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％ 100

R
7

100
単
位精密検査率(屈折検査の結果で要精密検査に

なった幼児の医療機関への受診率)

100

100（R3）

100

100

％ 基
準
値

戦略-育1 健康づくり推進課

政策 2 健康・医療

R
6

100
R
6

100
R
7

100

健康づくり推進課

【　主要継続事業　】

継続

S
D
G
s

3

指
標

目
標
値

継続

戦略-育1

概
要

分野 1 福祉・保健

施
策
 
1
　
健
康
づ
く
り

３歳６か月児健診屈折検査事業

おたふくかぜ予防接種事業

②

目
標
値

％
基
準
値

93（他ワクチン
R2接種率）

①

概
要

指
標

100

３歳６か月児の屈折検査実施率 100（R3）

感染による難聴等の合併症を防ぐとともに、子育て世代の経済的負担軽減を図るため、１歳児を対象に、
おたふくかぜ予防接種にかかる費用の一部を助成します。

① １歳児のおたふくかぜワクチン接種率

S
D
G
s

弱視の原因となる遠視や乱視などの早期発見、早期治療に繋げるため、３歳６か月児健診の視覚検査に、
屈折検査機を導入します。

単
位

R
5

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・子ども家庭総合支援拠点事業　                     戦略-育1　（令和４年度実施計画　その他掲載）
・あやせ流つなぐ支援 　                            戦略-育1　（令和４年度実施計画　その他掲載）
・Withコロナ時代の健康寿命延伸の取組み　           戦略-支2　（令和４年度実施計画　その他掲載）
・妊婦支援特別給付金事業                         　戦略-支2　（令和４年度実施計画　その他掲載）
・あやせ流健康習慣定着プロジェクト（食事編）     　戦略-支2　（令和４年度実施計画　その他掲載）
・あやせ流健康習慣定着プロジェクト（行動変容編） 　戦略-支2　（令和４年度実施計画　その他掲載）

R
5
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単
位

1,000

3

人
目
標
値

R
5

1,000
R
6

平日の夜間や休日に安心して必要な医療を受けることができる環境を確保するため、日曜、祝日及び年末
年始などにおける初期救急患者に対する診療施設など(内科、小児科、歯科、調剤）を確保するととも
に、年中無休で健康相談や医療機関情報の提供を行うあやせ２４時間健康相談を実施します。

S
D
G
s

R
7

概
要

指
標

1,000

健康づくり推進課

基
準
値

747（R3）

施
策
 
2
　
地
域
医
療

継続 広域・休日救急医療確保事業

政策 2 健康・医療

① 休日診療所の受診者数

【　主要継続事業　】

分野 1 福祉・保健
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スポーツ教室の定員に対する参加率 35.3（R2）
R
6

S
D
G
s

概
要

基
準
値

市民の健康増進、運動習慣の定着を図るとともに、スポーツ振興を図るため、ホームタウンチームＳＣ相
模原やノジマステラ神奈川相模原とのサッカー教室を始め各種スポーツ教室や、市民デーの開催、各種ス
ポーツ教室参加者の試合観戦を促進します。

S
D
G
s

目
標
値

概
要

R
5

59.6

％
指
標

戦略-支2 スポーツ課

【　主要継続事業　】

R
6

施
策
 
3
　
ス
ポ
ー
ツ

スポーツ課

①

継続

継続

100①

指
標

ノルディック・ウォーク普及事業

R
5

単
位

市民の健康増進、運動習慣の定着を図るため、ノルディック・ウォークの普及に向け、定期的な教室の開
催、ポールの貸出を行います。

目
標
値

基
準
値

％

分野 1 福祉・保健

84.3

91.2

R
7

R
7

100

政策 2 健康・医療

70.9

戦略-支2

単
位

ホームタウンチームＳＣ相模原・ノジマステラ神奈川相模原との連携事業

ノルディック・ウォーク教室の定員に対す
る参加率

66.8（R1）
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―
目
標
値

R
6

①
指
標

R
5

施
策
 
1
 
子
育
て
支
援

戦略-育1

・同左

子の非認知能力向上や虐待予防を図るため、子育てに不安を抱えていたり、子育てが苦手で支援が必要な
未就学の子を持つ親を対象に、感情のコントロールや自己肯定感等を高める『心と身体を癒すマインドフ
ルネス講座（リラクゼーション）』を実施することで、子どもの情緒が安定し健全な成長ができる環境を
形成します。

3

単
位

人
指
標 ①

令和6年度

事
業

内
容

令和5年度

単
位

講座の参加者

令和6年度 令和7年度

・中学校卒業後～18歳以下の対象者(見込)
　2,463人
　※満18歳に達する日以後の最初の3月31日まで
・拡大分受診件数見込み：8,914件（7か月分）

・中学校卒業後～18歳以下の対象者(見込)
　2,513人
　※満18歳に達する日以後の最初の3月31日まで
・拡大分受診件数見込み：15,681件

こども未来課

R
7

【　新規・拡充事業　】

基
準
値

S
D
G
s

・支援が必要な親へ個別に声掛け
・心と身体を癒すマインドフルネス講座の実施

・中学校卒業後～18歳以下の対象者(見込)
　2,542人
　※満18歳に達する日以後の最初の3月31日まで
・拡大分受診件数見込み：15,862件

政策 3 子ども・子育て

事
業

内
容

令和5年度

・同左

非認知能力向上促進事業（心と身体を癒すリラクゼーション講座）

概
要

10

新規 戦略-育1

―

20

概
要

子育て世帯に対する経済的負担を軽減し、安心して子育てできる環境整備をさらに進めるため、小児医療
費助成事業の対象年齢を１８歳まで引き上げます。

S
D
G
s

一人当たりにおける拡大分の医療費助成額

令和7年度

R
7

拡充 小児医療費助成事業の拡大

円/人
基
準
値

14,170
目
標
値

R
5

8,219
R
6

14,170

こども未来課

分野 1 福祉・保健

20

24



％

コミュニケーション力講座の参加者

基
準
値

44（R3） 目
標
値

児童扶養手当の一部支給者率

② 100

こども未来課

R
7

施
策
 
1
 
子
育
て
支
援

人

継続

40

50

％ 100（R4）

50

養育費に関する相談率

14（R2）①

非認知能力向上事業

指
標

目
標
値

％

継続

①

10

48 R
6

40

100

R
5

40基
準
値非認知能力向上に向けたコミュニケーショ

ンの家庭での実践率

単
位

2（R2）

100

R
7

R
6

こども未来課
S
D
G
s

指
標

R
5 7②

政策 3 子ども・子育て

分野 1 福祉・保健

概
要

S
D
G
s

戦略-育1

概
要

10

養育費確保支援事業（ひとり親総合支援事業）

ひとり親の子どもが経済面で貧困状態に陥らないようにするため、専門相談員により、離婚後も子どもた
ちが生活に困窮することなく生活するための相談、情報提供や手続き支援を行います。また、経済的支援
としては、公正証書作成や調停にかかる経費の助成、養育費保証契約締結時の初回保証料を助成します。

単
位

コミュニケーション力向上と非認知能力の周知を図るため、コミュニケーション力講座の開催に加え、非
認知能力に関するリーフレットを作成し、１歳６か月児健診と３歳６か月児健診時に配布します。

戦略-育1

25



S
D
G
s

指
標

単
位

子育て支援センター運営経費

基
準
値

単
位

R
7

R
5

ひとり親家庭の父または母が就労し、安定的な収入を得て自立することを支援するため、訓練中の生活費
を支援する高等職業訓練促進給付金を支給します。

R
6

指
標

継続

施
策
 
1
 
子
育
て
支
援

48

高等職業訓練促進給付金支給事業

12,000
R
7

50

【　主要継続事業　】

％

12,000

R
5

戦略-育1

組

目
標
値

こども未来課

概
要

概
要

戦略-育1

交流の場の提供、相談などによる育児不安の軽減、地域の子育て活動団体などの支援を図るため、未就学
児とその保護者を対象に、子育て支援センターを運営します。

①

こども未来課

11,705（R1） 12,000

継続

基
準
値

①

子育て支援センター(サロン事業）の利用者

児童扶養手当の一部支給率

S
D
G
s

分野 1 福祉・保健

政策 3 子ども・子育て

R
6

5044（R2）

目
標
値

26



0待機児童数

0（R4）

6（R4）

政策 3 子ども・子育て

・同左

【　新規・拡充事業　】
新規

保育課

概
要

5
保育士の新規雇用人数（補助等を活用した
雇用人数）

事
業

内
容 ・同左

指
標

・補助制度を周知するとともに保育士雇用を促す
・給付金の支給

基
準
値

人

令和5年度 令和7年度

施
策
 
2
 
保
育
環
境

保育士等家賃補助金

人 0
R
7

・補助制度を周知するとともに保育士雇用を促す
・補助金の交付

目
標
値

単
位

基
準
値

R
5

令和6年度

人 5

概
要

保育課

0

分野 1 福祉・保健

①

戦略-育1

市内や近隣市の保育士を採用することが難しくなっている現状を踏まえ、近隣市を含め、より広い地域の
保育士の雇用を進めていくとともに、定着及び離職防止を図るため、保育士を対象に家賃補助を行いま
す。

S
D
G
s

令和5年度

S
D
G
s

戦略-育1

令和6年度 令和7年度

① 待機児童数

事
業

内
容

待機児童の解消に向けて保育士の雇用促進と離職防止を図るため、保育士処遇改善給付金を支給します。

・同左 ・同左

指
標

5

R
6②

保育士処遇改善給付金

単
位

新規

6（R4） 目
標
値

R
5

0
R
6

0
R
7

0

②
保育士の新規雇用人数（補助等を活用した
雇用人数）

人 0（R4） 5 5 5
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・補助制度の周知
・補助金を交付し、安定した施設運営を図る

・同左 ・同左

施
策
 
2
 
保
育
環
境

134(14) 134(14)

3

新規

令和7年度

人
R
7

542(26)

②

小規模保育施設運営費補助金 戦略-育1 保育課

概
要

市内小規模保育施設における安定した運営を継続させ、待機児童解消の促進と質の高い保育の実現を図る
ため、保育の実施に係る経費や保育士確保に係る経費などに対して民間保育所と同様の運営費の補助を行
います。

S
D
G
s

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

基
準
値

539(26)（R4） 目
標
値

R
5

542(26)
R
6

542(26)

戦略-育1新規

（民間）
・補助金の交付
（公立）
・同左

・同左

S
D
G
s

分野 1 福祉・保健

0

3

基
準
値

6（R4） 目
標
値

R
5

0 R
6

0R
7② 市内小規模保育施設の施設数 園 3（R4）

指
標

単
位

人① 待機児童数

3

【　新規・拡充事業　】

事
業

内
容

（民間）
・各施設に補助内容を説明し、施設での廃棄を促す
・補助金の交付
（公立）
・処分、運搬を業者委託

指
標

①
負担軽減が図られた保護者数（うち、もみ
の木園）

133(14)（R4）

単
位

人

令和6年度令和5年度

134(14)
負担軽減が図られた保育士数（うち、もみ
の木園）

障がい福祉課・保育課

概
要

政策 3 子ども・子育て

使用済み紙おむつを保護者が持ち帰らなくて済むようにするため、民間保育所等については、紙おむつの
処分費用に要する費用の一部を補助するとともに、公立保育所等についても紙おむつの処分を実施しま
す。

保育所等紙おむつ処理事業

28



分野 1 福祉・保健

施
策
 
2
 
保
育
環
境

保育課

概
要

保育所に対する給付費等管理業務の効率化による職員の負担軽減及び保育士が子どもと向き合う時間を確
保するため、施設型給付費や処遇改善等加算の申請をシステム化し、膨大な情報を一元管理します。

S
D
G
s

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・保育施設への説明
・運用開始

・システムの使用 ・同左

新規 戦略-育1

指
標

① 4（R4）

【　新規・拡充事業　】

R
5

3 R
6

2 R
7

2

② 職員の時間外勤務時間数 時間 337（R4） 253 163 163

処遇改善等加算の申請依頼から確認作業、
認定までの期間 単

位

月 基
準
値

目
標
値

4（R4） 目
標
値

R
5

4 R
6

3 R
7

指
標

① 次年度4月1日入所申請処理に係る期間 単
位

週間 基
準
値

政策 3 子ども・子育て

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・システムの設計、導入
・本稼働、システムによる事務処理

・システムによる事務処理 ・同左

3

② 職員の時間外勤務時間数 時間 300(R4) 300 180 180

新規 放課後児童クラブ管理システム導入事業 戦略-育1 保育課

概
要

書類の作成や納付書の送付、口座情報の管理などにおける事務処理の円滑化により、職員の負担軽減を図
るため、市内放課後児童クラブの利用者及びその家族に関する情報の管理や、利用希望者の判定事務を行
うシステムを導入します。

S
D
G
s

保育所給付費等管理システム導入事業
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【　主要継続事業　】

S
D
G
s

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・病児保育事業　　　　　　　　　戦略-育1　（令和４年度実施計画　主要継続事業掲載）
・保育士奨学金返済補助金　　　　戦略-育1  （令和４年度実施計画　主要継続事業掲載）
・待機児童の解消　　　　　　　　戦略-育1　（令和４年度実施計画　その他掲載）

概
要

R
7

補助対象の保育士数
単
位

人
基
準
値

継続

①

継続 保育士確保対策事業

目
標
値

待機児童数 人

分野 1 福祉・保健

政策 3 子ども・子育て

戦略-育1 保育課

0 0 0

② 保育士の新規雇用人数

保育課

施
策
 
2
 
保
育
環
境

指
標

R
5

概
要

人

基
準
値

11

16（R3） 5 5

幼児一人ひとりの特性に応じたきめ細やかな保育の実施に、基準以上の保育士を配置している施設の労働
環境の改善を促すため、保育士雇用に要する経費の一部を助成します。

S
D
G
s

保育士雇用環境改善事業

①

5

0（R3）
目
標
値

R
5

11

R
6

6（R4）単
位

指
標

R
6

11
R
7

待機児童の解消に向けて保育士の雇用促進を図るため、保育士雇用に要する経費の一部を助成します。

戦略-育1
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事
業

内
容

令和6年度 令和7年度

単
位

人 基
準
値

― 目
標
値

・対象者を把握し、家賃助成を実施
・各種相談支援を実施
・児童養護施設入所者に対する行政手続等の案内を
実施

指
標

・ドリームプレイウッズ供用開始

施
策
 
3
 
青
少
年
健
全
育
成 ①

単
位

―

・同左 ・同左

福祉総務課・こども未来課

―
目
標
値

R
5

用地取得
工事内容設計

事業進捗度

22 R
6

2 R
7

令和6年度 令和7年度

概
要

② 行政手続等の案内実施回数 回 ― 2 3 4

S
D
G
s

3

新規 児童養護施設退所者等支援事業

指
標

基
準
値

① 家賃補助受給後の就職者数

令和5年度

R
5

こども未来課

概
要

・再整備工事実施

供用開始

・用地取得
・施設再整備に向けた工事内容設計の実施

分野 1 福祉・保健

政策 3 子ども・子育て

【　新規・拡充事業　】

R
6

自然の中で自主性・創造性を育める施設であるドリームプレイウッズを恒久的な施設として有効活用する
ため、市が用地を購入し、出入口の整備や外構工事等の安全対策を講じ、社会教育施設として冒険遊び場
に位置付け、子どもたちの新たな居場所及び多世代が交流する場所にします。

事
業

内
容

令和5年度

R
7

児童養護施設から退所した若者が生活面及び就労面で自立できるようにするため、支援が必要な方に対
し、家賃の助成や施設の相談員と市との連携による相談支援を実施するとともに、退所後の自立を見据
え、自己肯定感を高めるため、各種青少年事業や相談支援につなげることで、施設以外でも気軽に相談で
きる環境を整えます。

S
D
G
s

1

再整備工事実施

新規 ドリームプレイウッズ利活用促進事業 戦略-育1
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R
7

① 15

指
標 ①

アンケートで「家族・友人・地域との絆が
深まった」との回答率

98

概
要

地域全体における青少年健全活動を推進するため、青少年が親子や友人とゲームを楽しみながら地域を歩
く大会を開催します。

S
D
G
s

指
標

％
基
準
値

97（R4）
目
標
値

ネット環境を利用した業務改善を実施した
放課後児童クラブ数

ふれあい探検ウォークラリー大会の推進　　

単
位

R
6

継続

R
5

R
5

97

団体
基
準
値

単
位

99

こども未来課

保育課継続

6
R
6

15

概
要

放課後児童クラブにおける児童の学習環境の充実を図るとともに、保護者や事業者との迅速な連携や効率
的なクラブ運営を図るため、放課後児童クラブのネット環境を整備・維持します。

S
D
G
s

R
7

政策 3 子ども・子育て

【　主要継続事業　】
放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業　　

施
策
 
3
 
青
少
年
健
全
育
成

分野 1 福祉・保健

1（R3）
目
標
値
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分野 2 安全・安心

S
D
G
s

単
位

政策 1 防災

危機管理課戦略-支3継続 防災意識啓発

R
6

災害時に適切な救護活動を行うため、医薬品の適切な備蓄及び使用期限の管理等を行います。

20
R
5

2020（R3）
基
準
値

防災訓練や講演会等の実施回数

災害時救急医療対策
S
D
G
s

目
標
値

【　主要継続事業　】

概
要

市民等の防災意識の向上のため、総合防災訓練や講演会等を実施するとともに、自主防災訓練等を通じて
啓発を行います。また、小・中学校を対象とした防災教育を推進します。

概
要

継続

100
R
6

100

回

備蓄率
単
位

％
基
準
値

100（R3）①
目
標
値

R
5

健康づくり推進課

20

R
7

100

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・防災シンポジウム手話通訳招へい 　戦略-支3　（令和４年度実施計画　その他掲載）

指
標

施
策
 
1
 
防
災
危
機
管
理
体
制

【　新規・拡充事業　】

指
標

R
7

指
標 ①

拡充 防災ハザードマップの更新　 戦略-支3 危機管理課

・防災ハザードマップの作成・配布
・防災ハザードマップの配布（転入者等）
・防災ハザードマップを活用した講座等の実施

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

S
D
G
s

概
要

② 各家庭での備蓄率 ％
45(H30～R3の平

均)
55

基
準
値

― 目
標
値

R
5

―

・同左

①
全世帯に占める各家庭でのマイ・タイムラ
インの作成割合 単

位

％

65 75

R
6

20
R
7

40

土砂災害特別警戒区域の追加や警戒レベルの変更を反映させるとともに、内水浸水想定区域図を新たに加
えるなど、最新の防災情報を共有し、正しい情報に基づくマイ・タイムライン（家庭での防災行動計画）
の作成等、市民の防災・減災に対する備えを適切に推進するため、新たな防災ハザードマップを作成しま
す。
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政策 1 防災

事
業

内
容

概
要

・運用人員への教育研修
・災害時におけるドローンの活用

・同左

令和6年度

R
5

目
標
値

戦略-支3 消防総務課

2

・同左

R
7

【　新規・拡充事業　】

2人
R
6

災害時において、迅速に被害情報を把握し、要救助者の捜査や安否確認をするほか、災害推移を把握し、
効果的な部隊運用を行うため、災害発生初期に俯瞰的視点から情報収集が可能な災害用ドローンを導入し
ます。

基
準
値

―

分野 2 安全・安心

災害用ドローン整備事業新規

令和7年度令和5年度

指
標

単
位① ドローン操縦士の養成人数 4

施
策
 
2
 
火
災
予
防
と
消
防
力

S
D
G
s
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R
7

R
6

①

20

12 12

消防団員教育訓練数 7

消防総務課

R
7165

7

【　主要継続事業　】

② 人

概
要

消防団運営交付金

R
5 20

S
D
G
s

継続

指
標

R
5

基
準
値

12（R3）

少年消防クラブ修了者数 人

継続

概
要

指
標

回

156（R3） 165

目
標
値

政策 1 防災

施
策
 
2
 
火
災
予
防
と
消
防
力

消防団員数

単
位

S
D
G
s

2（R3）

14（R3）

①

目
標
値

回

分野 2 安全・安心

基
準
値

少年期からの防火思想の普及推進事業

12少年消防クラブ訓練実施回数

②

R
6

7

各家庭に火災予防を啓発するとともに、将来の地域防災を担う人材を育成するため、少年消防クラブ員に
対し、規律や消防・防災に関する正しい知識について学習する機会を提供します。

単
位

予防課

165

20

消防団活動の充実強化を図るため、消防団の年間における事業等に対して、費用の一部を運営交付金とし
て助成します。
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防災行政用無線（同報系）更新事業

令和6年度

S
D
G
s

11

危機管理課

令和7年度

政策 1 防災

目
標
値

R
5

―

② 各家庭での備蓄率

・同左

①
全世帯に占める各家庭でのマイ・タイムラ
インの作成割合 単

位

％

75

R
6

20
R
7

40

55 65

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・防災ハザードマップの作成・配布
・防災ハザードマップの配布（転入者等）
・防災ハザードマップを活用した講座等の実施

【　新規・拡充事業　】

概
要

防災にかかる情報を、より迅速かつ適切なタイミングで市民に発信し、安心できる暮らしを提供するた
め、更新時期をむかえている防災行政用無線システムの操作卓サーバーを更新し、機能を強化するととも
に、その他の付属機器も更新します。

事
業

内
容

危機管理課

令和5年度

拡充

15

② 使用する紙の量

分 基
準
値

25（R3） 目
標
値

R
5

分野 2 安全・安心

戦略-支3

指
標

① 事案発生から放送対応までに要する時間 単
位

％

概
要

土砂災害特別警戒区域の追加や警戒レベルの変更を反映させるとともに、内水浸水想定区域図を新たに加
えるなど、最新の防災情報を共有し、正しい情報に基づくマイ・タイムライン（家庭での防災行動計画）
の作成等、市民の防災・減災に対する備えを適切に推進するため、新たな防災ハザードマップを作成しま
す。

S
D
G
s

施
策
 
3
 
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り

枚 240（R3） 120 0 0

・更新機器による防災行政用無線の安定的運用

R
6

10 R
7

10

戦略-支3

45(H30～R3の平
均)

事
業

内
容 ・機器の機能強化及び更新

・機能強化点に関する防災主管課内の操作訓練の実
施
・災害対策本部事務局員に対しての機能強化点の説
明等の実施

（再掲）防災ハザードマップの更新拡充

指
標

基
準
値

―
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新規 避難所用ポータブル蓄電池整備 戦略-支3 危機管理課

終末処理場の沈砂池・用水設備、水処理設
備の機械・電気工事及び水処理施設の土木
付帯設備工事を実施する

4,500

11

R
7

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度

災害時、避難所において、避難者自身による積極的な情報収集や安否状況の発信などを行う際のスマート
フォン等の充電問題を解決するため、太陽光による再充電が可能なポータブル蓄電池を配備します。

・防災訓練での活用（使用方法等の周知）
・スマートフォン等用モバイルバッテリー備蓄周知

・同左

S
D
G
s

1,000

基
準
値

―

分野 2 安全・安心

政策 1 防災

人

・防災訓練での活用（使用方法等の周知）
・スマートフォン等用モバイルバッテリー備蓄周知

継続

概
要

3,000

1,500

【　新規・拡充事業　】

3,000

下水道管施設（管きょ・終末処理場）の耐震化

2,000

令和7年度

目
標
値

R
5

R
6

施
策
 
3
 
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り 【　主要継続事業　】

指
標

R
5

終末処理場の水処理施設の耐震診断委託を実施する
R
6

終末処理場の沈砂池・用水設備及び
水処理設備の機械・電気工事を実施
する

R
7②

蓄電池を活用しての訓練実施による機器操
作の習熟人数

人 ―

戦略-支3 下水道課

概
要

大規模な震災時においても衛生環境及び住環境を維持するため、下水道施設の耐震補強工事を実施しま
す。

S
D
G
s

指
標

① 蓄電池の整備状況の周知人数
単
位
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①

① 件

分野 2 安全・安心

政策 1 防災

施
策
 
3
 
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り

概
要

S
D
G
s

4

【　主要継続事業　】
継続 木造住宅耐震化補助金　　　 都市計画課

目
標
値

1（R2） 4 4

住宅の耐震改修を促進するため、昭和５６年５月３１日以前に建築された木造住宅について、耐震診断・
耐震設計・耐震改修・工事監理・除却・耐震シェルター等に係る費用を助成します。

基
準
値

R
7

R
6

指
標

基
準
値

単
位

14

R
5

R
6

建築物の耐震診断の実施件数

都市計画課

R
7

危険ブロック塀改修件数

概
要

継続

地震等による災害を未然に防止するため、危険なブロック塀等の撤去や、撤去後に安全な工作物等を設置
する費用を助成します。

S
D
G
s

危険ブロック塀等耐震化補助金　

R
5

指
標

目
標
値

単
位

14（R2）件 1414
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安全で安心なまちづくりを推進するため、自然災害や犯罪などが発生した際、その情報を希望者のパソコ
ンや携帯電話へ即時に配信する、あやせ安全・安心メールの運用を行います。

目
標
値

14

S
D
G
s

指
標

141516
単
位

R
6

概
要

基
準
値

S
D
G
s

政策 2 安心

分野 2 安全・安心

19（R2）

① 市民全体の登録率
R
6

15

施
策
 
1
 
防
犯
対
策

継続

【　主要継続事業　】
危機管理課

危機管理課

概
要

R
7

継続

単
位

12（R4）
R
5

13
基
準
値

％
指
標

件特殊詐欺被害の発生件数①
目
標
値

R
5

特殊詐欺等被害防止対策事業 

７０歳以上の高齢者世帯に対する特殊詐欺被害を未然に防ぐため、迷惑電話防止機能を有する機器購入費
用の一部を助成します。

あやせ安全・安心メールの運用

R
7
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単
位

28（R2）
交通安全施設（車止めポール）設置工事整
備率

R
7

85
基
準
値

11

指
標

R
5

施
策
 
2
 
交
通
安
全
対
策

54
R
6

①
目
標
値

政策 2 安心

分野 2 安全・安心

69％

概
要

安全で安心な道路環境の維持向上を図るため、交差点において、歩行者が車両に巻き込まれる事故の防止
に向け、対策が必要な８２交差点に交通安全施設（車止めポール）を設置します。

S
D
G
s

継続 道路管理課交通安全施設（車止めポール）設置工事

市民活動推進課

① 交通安全教室開催回数
単
位

31

S
D
G
s

継続

33
R
5

交通安全意識の高揚及び交通事故件数の減少を図るため、幼児・児童及び高齢者等の交通弱者を対象に、
綾瀬市交通安全対策協議会による交通安全教室を実施します。

目
標
値

R
7

R
6

指
標

概
要

基
準
値

交通安全教室による交通安全啓発

27（R2）回

【　主要継続事業　】

33

40



【　主要継続事業　】
市民課

2
指
標

弁護士相談の利用件数 0（R3） 2① 2
目
標
値

施
策
 
3
　
市
民
相
談

概
要

単
位

件
基
準
値

R
7

R
6

市民が適正な司法救済を受けられる機会を提供するため、神奈川県弁護士会が行う法律援助事業に係る経
費に対する一部を助成します。

S
D
G
s

R
5

分野 2 安全・安心

政策 2 安心

継続 司法救済制度の活用
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基地政策課

回
基
準
値

1（R3）
目
標
値

厚木基地による市民負担の軽減のため、騒音の低減や住宅防音工事などの騒音対策の充実、航空機の安全
対策の徹底等を政府や米国に求めます。

S
D
G
s

① 基地対策に係る要請活動

継続 厚木基地に関する要請等の活動

分野 2 安全・安心

施
策
 
1
 
基
地
対
策

【　主要継続事業　】

概
要

政策 3 基地

１回以上
R
6

１回以上
R
7

１回以上
単
位

R
5

指
標

11
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継続 基地の活用、日米交流の促進

【　主要継続事業　】
基地政策課

１事業以上
R
6

１事業以上
R
7

厚木基地を地域の資源として活用するため、観光資源化、施設の共同使用、日米交流を促進します。

S
D
G
s

11

指
標 ①

民間レベルを含めた基地の有効活用に係る
新規事業数

単
位

事業
基
準
値

―
目
標
値

R
5

１事業以上

政策 3 基地

分野 2 安全・安心

施
策
 
2
 
基
地
と
の
新
た
な
関
わ
り

概
要
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事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・システム導入
・システム運用

分野 3 都市づくり

政策 1 土地利用

【　新規・拡充事業　】
新規 綾瀬市公開型地図情報配信システム導入・運用事業 都市計画課

概
要

行政サービスの向上と業務の効率化、高度化を図るため、都市計画情報をインターネット上で検索できる
システムを導入します。

S
D
G
s

11

・システム運用
・データ更新

・同左

指
標 ① 都市計画情報の問い合わせ件数

単
位

件
基
準
値

720（R4）
目
標
値

R
5

600
R
6

180
R
7

180

施
策
 
1
 
総
合
的
土
地
利
用

44



政策 1 土地利用

施
策
 
2
 
産
業
の
拠
点
形
成

【　主要継続事業　】

指
標 ①

R
6

100
R
7

事業進捗率
単
位

―
目
標
値

R
5

97

実施設計(施
設、駐車場
等)、用地取得

R
6

不動産鑑定、補償
調査、協議資料作
成、事業認定手続

綾瀬スマートインターチェンジの交通機能を有効活用し、企業立地による地域経済の活性化や雇用の創出
を図るため、土地区画整理事業により都市基盤施設整備と企業の受け皿となる用地を確保します。

％
基
準
値

組合設立認可
（R3.9月）

継続 工業系新市街地の整備 都市整備課

概
要

分野 3 都市づくり

R
7

概
要

S
D
G
s

交流人口の増加や地域経済の活性化につなげるため、地場農畜産物及び加工品の販売促進による地域振
興、市の情報発信、道路利用者へのトイレ、案内所や駐車場等の快適な交通環境の提供を担う「道の駅」
を整備します。

目
標
値

道の駅の整備 戦略-稼1

指
標 ①

S
D
G
s

事業進捗度
単
位

―
基
準
値

―
R
5

地歴調査、地質調
査、用地測量、協
議資料作成、事業
認定図書作成、不
動産鑑定

継続 道の駅整備推進室
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R
6

分野 3 都市づくり

政策 2 都市基盤

施
策
 
1
 
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

【　新規・拡充事業　】
拡充

概
要

高齢社会の本格化や生活様式の変化など、多様な市民ニーズに対応した移動手段を確保するため、コミュ
ニティバスの利用者や事業者などから直接意見を聞き取るとともに、高齢者の移動手段を含めた福祉的視
点からの考察や交通事業者と調整を図りながら、新たなルートのたたき台となる運行計画素案の作成、新
しい移動手段の検討を進めます。

事
業

内
容

指
標

コミュニティバス運行の見直し検討業務

令和7年度

・運行経路、運行時間、便数の検証及び利用者や地
域事業者からの意見聴取並びに交通事業者との調整
を図り、運行計画（素案）を作成
・新たな交通手段の比較検討

・運行計画（素案）の確認、修正
・地域公共交通会議を開催

・運行計画の作成
・関係機関協議を実施し、路線認可の取得

単
位

令和5年度 令和6年度

基
準
値

目
標
値

R
5

S
D
G
s

11

R
7

① 事業進捗度 ― ―

運行計画（素
案）を作成、新
たな交通手段の
比較検討

運行計画（素案）の確
認、修正、地域公共交
通会議の開催

都市整備課戦略-支4

運行計画の作
成、関係機関協
議、路線認可の
取得
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概
要

単
位

―

11
綾瀬スマートインターチェンジの開通による交通需要の変化や地域公共交通のニーズの多様化など、本市
の交通環境が大きく変化していることから、交通政策の基本的な方向性を新たに示すため、綾瀬市総合都
市交通計画を改定します。

S
D
G
s

事業進捗度① 計画の改定

事
業

内
容

令和5年度

綾瀬市総合都市交通計画改定業務

R
5

市の都市交通の
現状と課題を抽

出・整理

新規 道路台帳電子化推進事業 道路管理課

概
要

道路台帳の確認や調査において、利用者の利便性向上と窓口業務の効率化を図るため、道路台帳の電子化
を行い、インターネット上で参照できる仕組みの導入など、来庁せずに確認、調査できる環境を形成しま
す。

S
D
G
s

11

分野 3 都市づくり

指
標

基
準
値

―
目
標
値

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・現況の整理（都市特性の把握、上位・関連計画の
内容把握、移動特性の把握）
・市民意向調査（調査票の設計、調査、集計・分
析）
・都市交通の現状と課題の整理（道路交通の現状、
都市交通の課題整理、現行計画の評価・検証）

・都市交通の基本方針の作成（都市交通政策の整
理、将来都市像の設定、目標と方針の作成）
・公共交通計画（目標、ネットワークの検討）
・道路整備計画（将来道路ネットワークの設定、道
路空間構成、次世代モビリティ、自転車ネットワー
ク）
・将来交通量推計

・道路整備プログラム策定
・施策の展開（施策の体系と成果目標、推進目
標
・計画改定

・路線の見直し（1・2級幹線の見直し及び路線再編
成）

・境界査定図成果の電子化(50％)
・境界点の電子化(50％)
・電子化した境界査定図及び境界点について、イン
ターネット上に取込み、令和6年度末に公開

・境界査定図成果の電子化(100％)
・境界点の電子化(100％)
・道路台帳の電子化（道路骨格地形、道路台帳
要素、道路中心線ベクトルデータ化）
・境界査定図及び境界点をインターネット上に
取込み公開
・道路台帳をインターネット上に取込み公開

指
標

① 道路台帳に係る来庁者数 単
位

人 基
準
値

1,879（R3） 目
標
値

R
5

R
6

1,879 R
7

1,252

② デジタル台帳の導入（公開）率 ％ 0（R3） 0 77.86

令和6年度 令和7年度

戦略-支4 都市計画課

【　新規・拡充事業　】
新規

政策 2 都市基盤

施
策
 
2
 
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

R
6

都市交通の基本方針及
び道路整備・公共交通
の計画の策定

R
7

1,879

47.97
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目
標
値

① 幹線道路等整備率
単
位

継続

90.5
単
位

％
基
準
値

概
要

R
5

R
6

91.9
R
5

指
標

幹線道路等整備事業

基
準
値

戦略-支4

34.4

安全安心でかつ利便性の高いまちづくりの実現を図るため、道路環境の改善、防災機能の向上に向け、地
域住民の意向に基づき、道路を拡幅整備し、幅が狭い道路の解消を図ります。

R
6

35.0

道路整備課

【　主要継続事業　】
継続 生活道路等整備事業

概
要

目
標
値

S
D
G
s

％ 33.7（R3）

①

安全安心でかつ利便性の高いまちづくりの実現を図るため、道路ネットワークの構築を目指し、幹線道
路、地区幹線道路等を拡幅整備します。

要望された生活道路整備率

指
標

R
7

道路整備課

R
7

S
D
G
s

35.4

93.290.5（R3）

政策 2 都市基盤

分野 3 都市づくり

施
策
 
2
 
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
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1（R2）

（再掲）木造住宅耐震化補助金　

指
標

R
5

R
6

令和7年度

・現地調査
・管理不全空き家へ指導
・未改善空き家への再指導

・同左 ・同左

―

指
標

S
D
G
s

11

基
準
値

目
標
値

R
6

施
策
 
1
 
住
宅

【　新規・拡充事業　】

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度

R
7

① 危険ブロック塀改修件数 件 14（R2） 14 14 14

継続 （再掲）危険ブロック塀等耐震化補助金 都市計画課

R
6

継続

分野 3 都市づくり

政策 3 都市環境

概
要

地震等による災害を未然に防止するため、危険なブロック塀等の撤去や、撤去後に安全な工作物等を設置
する費用を助成します。

R
7

新規 空き家等現地調査

R
7

目
標
値

R
5

住宅の耐震改修を促進するため、昭和５６年５月３１日以前に建築された木造住宅について、耐震診断・
耐震設計・耐震改修・工事監理・除却・耐震シェルター等に係る費用を助成します。

適正管理に向けた
指導

適正管理に向け
た指導

― 現地調査

指
標

単
位

基
準
値

目
標
値

R
5

都市計画課

概
要

防災、防犯、衛生、景観上、市民の生活環境に悪影響を及ぼす管理不全な空き家に対する対策を講じるた
め、市内の空き家等の現地調査を実施し、現状把握と適正管理に向けた指導を行います。

基
準
値

【　主要継続事業　】

単
位

S
D
G
s

単
位①

①

概
要

4

都市計画課

4 4

管理不全空き家の把握及び指導

建築物の耐震診断の実施件数 件

S
D
G
s
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87.5
R
6

100
R
7

―

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・公園内カフェ、キッチンカー等の誘致　　　戦略-育4  （令和４年度実施計画　主要事業掲載）

指
標 ① 光綾公園再整備の進捗率

単
位

％
基
準
値

26.7（R3）
目
標
値

R
5

概
要

光綾公園の老朽化した施設を改修し、市の花ばらを主軸とした人を引き寄せる魅力ある公園施設の充実を
図ります。

S
D
G
s

継続 光綾公園の特色を生かした魅力ある公園づくり　 戦略-育4 みどり公園課

指
標 ① 鶴島緑地の工事進捗率

単
位

％
基
準
値

25（R3）
目
標
値

R
5

概
要

利用者へ安全・安心な公園を提供するとともに、近隣住民の生命・財産を守るため、土砂災害特別警戒区
域に指定された公園緑地の対策工事を行います。

S
D
G
s

3

75
R
6

100
R
7

―

【　主要継続事業　】
継続 土砂災害特別警戒区域整備事業 みどり公園課

光綾公園管理棟太陽光設備設置工事

指
標 ① CO₂の削減

単
位

kg/CO2

基
準
値

1,341
目
標
値

R
5

政策 3 都市環境

戦略-育4 みどり公園課

分野 3 都市づくり

R
7

施
策
 
3
 
公
園

【　新規・拡充事業　】
拡充

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・管理棟建設（太陽光発電設備を含む） ―

概
要

市民の憩いの場である光綾公園の老朽化した施設を改修し、脱炭素の推進を図るため、管理棟に太陽光発
電設備の設置を行います。

S
D
G
s

11

―

1,341―
R
6

1,341
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分野 3 都市づくり

【　主要継続事業　】

政策 3 都市環境

R
5

公共下水道事業経営戦略改定業務 下水道課

経営戦略の改定

下水道課

R
6

公営企業会計の移行に伴い「綾瀬市公共下水道事業経営戦略」の見直しを行うとともに、「あやせ下水道
中期ビジョン」を経営戦略へ整理・統合する改定を行います。また、中長期の投資・財政計画に基づき、
下水道使用料改定に関する検討を行います。

S
D
G
s

継続

概
要

下水道使用料や実施事業の適正化

継続

指
標

概
要

終末処理場に消化槽を設置することで、汚泥を減量し処分費を削減するとともに、減量過程で発生する消
化ガスを再利用し発電することで、ＣＯ２の排出量を削減します。

S
D
G
s

R
7

3.0（R3） ―
目
標
値

下水道使用料や実施事業の適正化

綾瀬終末処理場消化槽設置に伴う汚泥減量化と消化ガス発電事業

100設置工事進捗率
単
位

％
R
6

―
R
7

基
準
値

施
策
 
4
 
下
水
道

①

R
5

指
標
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下水道課

R
7

2
単
位

件
基
準
値

2
R
6

2

公共用水域の水質汚濁及び生活環境の悪化防止を図るため、下水道事業計画区域外における単独浄化槽の
所有者に対し、合併浄化槽への転換に係る費用の一部を助成します。

補助金交付件数
（基準値は周辺自治体の実績より算出）①

R
5

2

S
D
G
s

施
策
 
5
　
河
川

【　主要継続事業　】

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・（休止）準用河川比留川河床の整備 　戦略-支3　（令和４年度実施計画　その他掲載）

指
標

合併浄化槽整備補助金継続

政策 3 都市環境

6

目
標
値

分野 3 都市づくり

概
要
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市内企業（製造業）における脱炭素社会の実現に向けた取組みを加速化させるとともに、再生可能エネル
ギーを活用した電力への切替を促進するため、市内企業を対象に意識醸成セミナーを開催します。また、
企業におけるＣＯ２排出量削減計画の策定支援を行うとともに、再生可能エネルギー電力への切り替えを
行った中小企業・小規模事業者へ、再エネ率に応じて脱炭素化促進奨励金を交付します。

S
D
G
s

分野 4 産業振興

政策 1 工業

【　新規・拡充事業　】
新規 戦略-稼2 工業振興企業誘致課

①指
標

採用された外国人高度人材の人数 ― 目
標
値

R
5

3 R
6

3

8

・同左

3

R
7

市内企業の経営基盤強化と更なるグローバル化に対応するため、高度な技術や知識をもつ外国人高度人材
を雇用することにより、成長志向を高め、経営基盤を強化し、果敢に挑戦する市内企業を積極的に支援し
ます。

S
D
G
s

単
位

3

概
要

件 ― 3

9

基
準
値

事
業

内
容

令和5年度

・JETROと連携した啓発セミナーの開催
・奨励金の交付

② 奨励金交付件数

令和6年度 令和7年度

・同左
・採用事例を啓発セミナーで発表するとともに、あ
やせ工場スマートナビにて公開

3人

新規

概
要

15 20

② 奨励金交付件数（新規申請件数） 件 ― 24 24 24

R
7

8

R
6

単
位

社 基
準
値

― 目
標
値

R
5

10

外国人高度人材の雇用支援

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

9

戦略-稼2中小企業脱炭素化促進奨励金

・セミナー企画開催
・専門家によるＣＯ２排出量削減計画の策定支援
・奨励金の交付

・同左 ・同左

指
標

① 啓発事業参加企業数

工業振興企業誘致課

施
策
 
1
 
工
業
振
興
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モデルケースの創出数②デジタル化

220

R
6

単
位

社

概
要

市内企業の受発注機会の拡大と、「あやせ工場プロジェクト」の取り組みによるものづくりの魅力を発信
するため、綾瀬市工業データベースに代わる新たなポータルサイト「あやせ工場スマートナビ」を活用し
ます。

S
D
G
s

工業振興企業誘致課戦略-稼2継続 あやせ工場スマートナビ運営事業

指
標

① 2（R3） 目
標
値

230

中小企業強靭化補助金 戦略-稼2

概
要

【　主要継続事業　】

指
標

登録企業数 単
位

件

② 登録企業への情報発信件数 件 24

R
7

市内企業が取り組む新たなビジネスモデルの構築やデジタル化、生産性向上などの支援と併せ、社会的価
値を高め「選ばれる企業」を増やすため、ＳＤＧｓの推進やカーボンニュートラルの実現に向けた活動に
取り組んでいる市内企業を積極的に支援します。

S
D
G
s

モデルケースの創出数①自動化・省人化 社 基
準
値

2

2②

R
5

工業振興企業誘致課継続

22

R
7

基
準
値

157（R3） 目
標
値

R
5

210 R
624 24

22（R3）

24（R4）

2

①

分野 4 産業振興

政策 1 工業

施
策
 
1
 
工
業
振
興

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・中小企業コンサルティング事業              戦略-稼2　（令和４年度実施計画　主要事業掲載）
・若手技術者ネットワーク構築事業          　戦略-稼2　（令和４年度実施計画　その他掲載）
・あやせ工場技能継承事業（あやせ工匠塾）  　戦略-稼2　（令和４年度実施計画　その他掲載）
・綾瀬ブランド新商品開発支援事業　          戦略-稼2　（令和４年度実施計画　その他掲載）
・あやせ工業団地オープンファクトリー補助金　戦略-稼2　（令和４年度実施計画　その他掲載）
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5（R1） 5

1

工業振興企業誘致課

1
指
標

10

件

工業振興企業誘致課

基
準
値

①
認定事業所が立地の際、市内建設会社を活
用する件数

5

単
位

継続

1

企業立地促進事業（市内企業活用奨励金）

指
標

① R
7

目
標
値

社 0（R3）

立地相談企業に対し市内企業活用奨励金の
制度を説明する件数

件

継続

施
策
 
2
 
企
業
誘
致

【　主要継続事業　】

R
5

R
6

R
7

1

②

目
標
値

R
5

1（R1）

5

S
D
G
s

市内産業の活性化と市民の雇用機会を創出し、持続的な経済発展と市民生活の安定を図るため、本市に新
規立地する企業と事業拡大する市内既存企業を支援します。

S
D
G
s

市内建設会社の活性化を図るため、立地に係る建設工事等を市内の建設会社に発注した企業に対し奨励金
を交付します。

企業立地促進事業（企業立地報奨金）

人② 10 10

創業を開始する認定事業所数

概
要

立地後の市民雇用人数 0（R3）

R
6

1基
準
値

概
要

単
位

1

分野 4 産業振興

政策 1 工業
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継続

継続

分野 4 産業振興

政策 1 工業

33

243

33（R3）

R
6

① 中小企業退職金共済制度の利用企業数 単
位

社 基
準
値

233（R3）

20（R2）

S
D
G
s

25 26

概
要

指
標

法定雇用率達成企業数

②

市内企業における障がい者雇用の促進と安定を図るため、障がい者を雇用している企業に対し報奨金を交
付します。

中小企業退職金共済制度奨励補助金

248R
5

250

33

施
策
 
3
 
労
働
環
境

障がい者雇用促進報奨金

27

39（R2） R
5

42①

社

41

【　主要継続事業　】
工業振興企業誘致課

基
準
値

工業振興企業誘致課

社

② 報奨金交付事業所数

33

指
標

概
要

支援企業数 社

S
D
G
s

目
標
値

市内企業における退職金制度の確立を促進させることで従業員の福祉増進と雇用の安定を図るため、中小
企業退職金共済掛金の一部を助成します。

目
標
値

R
7

43R
6

単
位

R
7
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グルメ商品、土産品の開発支援事業 商業観光課

概
要

意欲ある市内商業者の事業活動への支援を強化し、地域の活性化を図るため、市内商業者が行う商品開発
事業や販売促進事業に係る費用の一部を助成します。

S
D
G
s

1（―）

戦略-稼4

1単
位

件

件

創業補助金活用件数

1 1 1

目
標
値

R
5

R
6

5② 5

商業観光課

概
要

分野 4 産業振興

単
位

件 基
準
値

R
5

1（R2） 5 R
7

1

件 52（R2）

基
準
値 1（―）

魅力ある商店や飲食店づくりへの支援事業　
S
D
G
s

①

指
標

販売促進支援件数

指
標

①

政策 2 商業・観光

空き店舗活用補助金活用件数②

1

5商品開発支援件数 R
6

市内での魅力ある店舗の創出を促進し、地域の活性化を図るため、「活力と魅力に満ちた綾瀬をつくる創
業補助金」と「空き店舗活用事業補助金」の２つの補助金メニューを活用し、創業や新たな出店にかかる
費用の一部を助成します。

R
7

施
策
 
1
 
商
業
振
興

【　主要継続事業　】
継続 戦略-稼4

目
標
値

継続

5
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観光集客イベントのブランド力の向上

事
業

内
容

16,000R
6

R
7

単
位

概
要

戦略-稼4

10,000

R
7

15,000

S
D
G
s

R
5

・同左

施
策
 
2
 
観
光
振
興

商業観光課

R
5

令和5年度

単
位

指
標

【　主要継続事業　】

事業による市内消費額

人 目
標
値

R
6

1,7001,500
目
標
値

指
標

・同左

市内飲食店の消費拡大と交流人口の増加を目的に、本市固有の観光資源を活用した持続可能な集客型グル
メイベントとして「Ayase Base side Festival」のブランド力を向上させるため、イベント開催のノウハ
ウがある民間事業者の支援を受け、運営の手法を見直すとともに、事業運営の専門性や柔軟性を高めま
す。

9,000

1,700

概
要

18,000

令和7年度

・ＡＢＦの実施
（10月開催予定）

千円

イベント時の市内飲食店売上額

基
準
値

継続

特色ある夏の観光を創出し、観光誘客と市内消費の拡大を図るため、６月中旬～６月下旬のうちの２週間
程度（予定）の期間で、農商連携による「菜速あやせコーン」を活用した料理や商品を提供する店舗を巡
るスタンプラリーを開催します。

S
D
G
s

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・ＷＥＢロケハンページ構築事業　　　　戦略-稼4　（令和４年度実施計画　新規事業掲載）
・観光アドバイザー事業　　　　　　　　戦略-稼4　（令和４年度実施計画　主要継続事業）
・分散型観光事業（びゅ～っとあやせ）  戦略-稼4　（令和４年度実施計画　その他掲載）

基
準
値

商業観光課

【　新規・拡充事業　】
戦略-稼4拡充

200（R4）①

千円

① イベント来場者数のうち市外の来場者数

②

令和6年度

「菜速あやせコーン堪能祭」事業

7,210（R1） 8,000

10,350（R1）

分野 4 産業振興

政策 2 商業・観光
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人
基
準
値

34（R4）
目
標
値

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度

政策 3 農業

地域農業の維持や生産性向上による「稼ぐ農業」を推進するため、市が認定した「農業経営改善計画」の
達成に必要となる農業機械又は農業用施設の導入、改修を行う農業者（職業として農業に取組んでいる農
業者や農業法人）に対し、費用の一部を助成します。

施
策
 
1
 
農
業
振
興

認定農業者支援事業

S
D
G
s

R
6

・認定農業者へのＰＲ
・新たな認定農業者の確保
・農業者の所得向上

・同左

38
R
5

R
7

指
標

戦略-稼3

【　新規・拡充事業　】

分野 4 産業振興

拡充 農業振興課

① 認定農業者数
単
位

kg 1,772（R4） 3,748

12

指
標

単
位

基
準
値

目
標
値

R
5

R
6

R
7② 水田の作付面積 ha 11（R4）

農業振興課

概
要

飼料自給率向上による畜産農家の経営基盤強化及び飼料用米の生産・販売による水稲農家の経営基盤強
化、飼料用米耕作による水田の休耕地の減少を図るため、飼料用米の生産・活用に係る費用を助成しま
す。

S
D
G
s

新規 耕畜連携推進事業 戦略-稼3

11 11

5,724① 飼料用米の収穫量

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・新規に飼料用米を耕作する水稲農家の確保
・利用集積による飼料用米耕作面積の増加

・同左 ・同左

4,736

36 40

概
要

令和7年度
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450 450 450

施
策
 
1
 
農
業
振
興

戦略-稼3

指
標

継続

深刻化する農業の担い手不足の解消と本市への就農に対する魅力向上を図るため、サポーター農家制度を
構築し、担い手を確保するための支援に要する費用、1人当たり５０千円を助成します。

S
D
G
s

指
標

3（R3） 3

概
要

農家の労働力不足の解消を図るため、援農ボランティアが活動するために必要な基礎知識を習得する、養
成講座を開催します。

3

400（R3）

①

②

基
準
値

目
標
値

R
5

R
6

3
単
位

R
7

援農ボランティア派遣者数 人

援農ボランティア受講者数 人

人

S
D
G
s

農業振興課新規就農者の育成を支援するサポーター農家への支援　

政策 3 農業

農業振興課

R
7

2
単
位

基
準
値

目
標
値

分野 4 産業振興

継続

継続 農家の労働力不足の解消を目的とした援農ボランティア養成事業

R
5

 戦略-稼3

1本市への新規就農者数

概
要

① 1（R3）
R
6

1

【　主要継続事業　】
農産物利活用促進事業 戦略-稼3 農業振興課

概
要

処分していた規格外農産物の利活用を促進し、農業者所得及び綾瀬産農産物の知名度向上と、民間事業者
と連携した加工品として特産品の開発につなげるため、出荷にかかる新たな労力に対する農業者団体が要
する費用の一部を助成します。

S
D
G
s

2
R
6

2
R
7

2
指
標 ① 規格外農産物の利活用を行う農業者団体数

単
位

団体
基
準
値

2（R4）
目
標
値

R
5
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① 利用集積数
R
7

単
位

件
基
準
値

指
標

利用集積の拡大事業　　　　　　　　

概
要

農地の計画的な土地利用を推進するため、農作業や農地の管理を任せたいという農地所有者と農地を借り
て経営規模を拡大したいという農業者の増加を図り、利用集積を拡大します。

R
5

96
R
6

99

S
D
G
s

農業委員会事務局

分野 4 産業振興

政策 3 農業

施
策
 
2
　
農
地
保
全

【　主要継続事業　】
継続 戦略-稼3

10284（R3）
目
標
値

61



事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・（仮称）総合教育支援センター整備基本構想の策
定

― ―

概
要

増加傾向にある不登校児童・生徒や特別支援学級・国際教室等に在籍する特別な配慮を必要とする児童・
生徒、義務教育修了後の学校生活や学習に悩みを抱える子どもたちの複雑化・多様化する課題に対し、必
要な支援の充実を図るため、支援の在り方や本市に適した必要かつ効果的な支援施策及び支援環境につい
て検討し、教育支援教室の再整備を含む総合的な支援体制の整備に向け、（仮称）綾瀬市総合教育支援セ
ンター整備基本構想を策定します。

S
D
G
s

4

分野 5 教育・文化

政策 1 教育

施
策
 
1
 
学
校
教
育

【　新規・拡充事業　】
新規 英語コミュニケーション能力の充実 教育指導課

概
要

外国語教育の充実を図り、国際社会に対応できる人材を育成するため、中学校において、コミュニケー
ションに特化した指導者の配置と英語の授業時間を設けます。

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

S
D
G
s

新規

目
標
値

R
5

R
6

指
標

単
位

基
準
値

R
7

①
全国学力・学習状況調査（中学生「英語を
日常的に使う機会がある」の割合

％ 16.3（R3） 17 17

（仮称）総合教育支援センター整備基本構想策定事業 こども未来課・教育指導課・教育研究所

18

②
全国学力・学習状況調査（中学生「英語の
授業が好き」の割合

％ 27.8（R3） 30

・ネイティブイングリッシュティーチャーの配置
・コミュニケーションに特化した英語授業の実施

・同左 ・同左

28 29

① 事業進捗度 ― ― 基本構想の策定 ― ―
R
7

目
標
値

R
5

R
6

指
標

単
位

基
準
値
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スポーツ課・生涯学習課・教育指導課

事
業

内
容

令和5年度

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・補修時間を設けて学習支援を実施（夏休み15日
間、冬休み5日間、学期内の放課後）

・同左 ・同左

― 目
標
値

R
5

2/9 R
6

4/9 R
7

9/9

② 地域部活動指導者の数 人 ― 18

学習意欲が向上した生徒の割合 ％ 70（R3） 70以上 70以上

政策 1 教育

【　新規・拡充事業　】

拡充 中学生学び舎支援事業

令和6年度 令和7年度

施
策
 
1
 
学
校
教
育

36 54

新規 中学校部活動の地域移行

概
要

少子化や指導者不足等により部活動の継続が困難となっている中で、安定した部活動の継続及び教職員の
働き方改革を推進するため、指導者の資格取得に係る費用を助成し、部活動を学校単位から地域単位に移
行します。

S
D
G
s

・児童生徒、保護者、地域への周知
・地域指導者の育成、登録
・移行が可能な部活動から地域化を実施

学校教育課

概
要

高等学校等への進学に不安を抱えている市内中学生が、自らの進路を選択する力を養えるよう、学習意欲
向上と学習習慣の定着、基礎学力の向上を図るため、全中学校において補講時間を設け、個々の状況を踏
まえたきめ細かい学習指導や支援を行っておりますが、長期休業期間の参加希望者が増加していることか
ら、長期休業期間中に指導を行う教員を増員します。

S
D
G
s

分野 5 教育・文化

・地域指導者の育成、登録
・移行が可能な部活動から地域化を実施

・同左
・8年度完全移行に向けた準備

指
標

① 部活動の地域移行数 単
位

種目 基
準
値

指
標

単
位

基
準
値

R
7

70以上
目
標
値

R
5

R
6

①
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政策 1 教育

【　主要継続事業　】施
策
 
1
 
学
校
教
育 事

業
内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・児童・生徒への1人1冊配本事業
・学校図書館蔵書の充実
・学校司書の配置

・同左
―

110,256（R2）
目
標
値

概
要

子どもたちが心豊かにたくましく生きていくために、読書を通して考える力や創造力を高めていくことが
必要であることから、子どもの読書活動を推進するため、３つの事業（①児童・生徒への１人１冊配本事
業②学校図書館蔵書の充実③学校司書の配置）をパッケージとして実施します。

S
D
G
s

指
標

分野 5 教育・文化

① 学校図書館の図書貸出冊数

単
位

拡充 児童・生徒の読書環境の充実

R
5

121,282

R
6

165,284

② 児童・生徒の読書を全くしない割合 ％

31（R3全国学
力・学習状況調
査の小学校と中
学校の平均）

24 20

冊
基
準
値

教育指導課

―

R
7

―
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R
7

事
業

内
容

令和5年度

・学校給食費徴収システム本稼働
・保護者説明

・公会計化 ・同左

指
標 ① 1.0

目
標
値

R
5

1.2
R
6

1.1
R
7

利便性の向上により減少した滞納者の割合
単
位

％
基
準
値

1.3（R4）

小・中学校プロジェクターの整備

令和6年度 令和7年度

・全小・中学校のプロジェクターの更新
・プロジェクターを活用した授業等の実施

・プロジェクターを活用した授業等の実施 ・同左

分野 5 教育・文化

政策 1 教育

施
策
 
2
 
学
校
教
育
環
境

【　新規・拡充事業　】
新規 学校給食の公会計化

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

学校教育課

概
要

指
標

拡充 教育研究所

概
要

タブレット端末を効果的に活用した協働的・双方向的な授業の実施により、児童・生徒の学ぶ意欲を向上
させるなど、主体的・対話的な深い学びを実現するため、老朽化が進む小・中学校のプロジェクターにつ
いて、電子黒板機能を搭載したプロジェクターに更新します。

S
D
G
s

4

学校給食費管理における透明性の向上及び徴収における公平性の確保、並びに保護者の給食費支払いの利
便性の向上を図り、安定的な学校給食を実施するため、学校給食費の公会計化を実施します。

S
D
G
s

4

①
R
6

プロジェクターなどのＩＣＴ機器を活用し
た授業をほぼ毎日実施している学校の割合

％ 80（R3） 80 100 100
単
位

基
準
値

目
標
値

R
5
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R
7

指
標 ①

学校施設再整備方針・長寿命化計画の短期
計画（R3～R7）に位置付けている改修工事
の実施率

単
位

％
基
準
値

0（R3）

概
要

生徒にとってのより良い学習・生活環境の確保を図るため、効果的・効率的な建替えや改修に向け、学校
施設再整備方針・長寿命化計画の短期計画に位置付けている改修工事を実施します。

S
D
G
s

100
目
標
値

R
5

100

継続 中学校長寿命化推進事業

【　主要継続事業　】

児童にとってのより良い学習・生活環境の確保を図るため、効果的・効率的な建替えや改修に向け、学校
施設再整備方針・長寿命化計画の短期計画に位置付けている改修工事を実施します。

分野 5 教育・文化

政策 1 教育

施
策
 
2
 
学
校
教
育
環
境

S
D
G
s

継続 小学校長寿命化推進事業

33
R
6

67
R
7

100

小・中学校体育館空調設備設置事業 教育総務課

概
要

教育総務課

継続

指
標 ① 設置工事（R4～R7)の進捗率

単
位

％
基
準
値

近年の猛暑に対し、児童・生徒の安全と快適な学習環境を確保するとともに、災害時の避難所としての利
用に備え、避難所の質の向上を図るため、小・中学校体育館に空調設備を設置します。

指
標 ①

学校施設再整備方針・長寿命化計画の短期
計画（R3～R7）に位置付けている改修工事
の実施率

単
位

％
基
準
値

0（R3）

―
目
標
値

R
5

概
要

教育総務課

目
標
値

R
5

57
R
6

73
R
7

50
R
6

85

S
D
G
s
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施
策
 
1
 
生
涯
学
習

概
要

「知のインフラ」ともいわれる図書館を、人と情報をつなぎ、人が育つ生涯学習の基幹施設として、潤い
のある施設にするため、これからの綾瀬市立図書館の在り方を示す指針などを踏まえ、社会環境の変化や
将来の市民ニーズを想定し、本市が目指すべき図書館像を示す図書館基本構想を策定します。

S
D
G
s

【　新規・拡充事業　】

単
位

―
基
準
値

―
目
標
値

R
5

必要な機能
の検討

新規 図書館基本構想策定事業 戦略-支5

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・市民ニーズ調査の実施
・現状と課題の分析
・必要な機能の検討

・基本構想(案)の策定
・パブリックコメントの実施
・基本構想の策定

―

R
7

―
R
6

基本構想の策定事業進捗度

生涯学習課

指
標 ①

指
標 ① 地域家庭教育講座への平均参加人数

単
位

人
基
準
値

R
7

2040（R3）
目
標
値

R
5

20
R
6

20

地域学校協働活動推進員の人材育成（講座
の開催回数）①

概
要

家庭教育の推進を図るため、地域家庭教育講座を実施し、子どもの保護者に対する学習機会の提供を行い
ます。

S
D
G
s

単
位

基
準
値

継続 家庭教育の推進

R
7

目
標
値

R
5

R
6

指
標

生涯学習課

4443（R4）回

分野 5 教育・文化

政策 2 生涯学習

継続 地域学校協働活動推進員の配置 戦略-育3 生涯学習課

概
要

地域全体で子どもたちの学びや成長を支え、学校を核とした地域づくりを図るため、地域学校協働活動の
推進に向け、各小中学校に地域学校協働活動推進員を配置します。

S
D
G
s

施
策
 
1
 
生
涯
学
習

【　主要継続事業　】
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R
7

概
要

幼少期から優れた文化芸術を鑑賞する機会を提供し、児童の感性を育て創造力を育むため、小学校１０校
において、綾瀬市にゆかりのあるプロの音楽家による質の高い音楽を主体とした出張演奏を実施します。

指
標 ①

S
D
G
s

目
標
値

R
5

83
R
6

84
参加した児童の満足度(大変良いと良いが占
める割合）

単
位

％
基
準
値

80（R1）

指
標 ①

あやせ文化芸術祭に出品・出演した参加者
の数の内、60歳未満の世代及び外国人市民
の占める割合

単
位

％
基
準
値

30（R1）
目
標
値

R
5

34
R
6

35
R
7

36

継続 小学校への音楽アウトリーチ事業

概
要

出品・出演者の高齢化が進む中、より幅広い世代の方々や外国にルーツを持つ方が優れた文化・芸術に触
れる機会を創出するとともに、自主活動の成果を発表する場を提供するため、絵画・書道・音楽・舞台・
伝統芸能・華道・展示・写真・菊花・陶芸・芸術の部門から成る文化芸術祭を開催します。

S
D
G
s

分野 5 教育・文化

政策 2 生涯学習

【　主要継続事業　】
継続 あやせ文化芸術祭 生涯学習課

施
策
 
2
 
文
化
・
芸
術

生涯学習課

85
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2 2

③ 自主事業実施団体数 団体 1（R3） 1 1 1

概
要

郷土愛の醸成と地域住民が誇ることができる郷土づくりを進め、地域の活性化と交流促進につなげるた
め、目久尻川流域の歴史文化や自然あふれる原風景などの資源を最大限に生かした事業を展開します。

S
D
G
s

指
標

①

単
位

13

R
7

13

② 文化財等説明版の新規設置個所数

目久尻川文化ゾーン構想推進協議会への寺
社等団体の参画数

継続 目久尻川文化ゾーン構想の推進 戦略-育5

団体
基
準
値

10（R3）
目
標
値

R
5

12

R
6

箇所 2（R3） 2

生涯学習課

【　主要継続事業　】

新規 綾瀬の石造物調査 戦略-育5 生涯学習課

R
5

概
要

現在使用している石造物の報告書は、前回調査から30年以上経過した資料であり、地元住民と将来の市民
のために、再度調査を行い新たな報告書を刊行します。

S
D
G
s

4

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・調査対象、調査方法、報告書様式の検討
・現地調査と調査結果の電子データ入力作業

―

R
7

―

―

分野 5 教育・文化

政策 2 生涯学習

・報告書原稿の作成と補充調査
・報告書の印刷製本

【　新規・拡充事業　】施
策
 
3
 
文
化
財
の
保
護
活
用

80
R
6

100

② 報告書刊行（上下巻600冊印刷製本） 冊 ― 0 600

指
標

①
石造物調査実施率（全223ヶ所＋新規の調
査）

単
位

％
基
準
値

223（S6）
目
標
値
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分野 6 環境

政策 1 自然環境

施
策
 
1
 
み
ど
り
の
保
全

【　主要継続事業　】
継続 みどり公園課

指
標

概
要

市民の緑化意識の高揚に向け、市が管理する公園、緑道及び緑地の美化及び施設の保全のための維持管理
活動を公園愛護会と一体で行います。 13

S
D
G
s

市民参画による緑化活動及び維持管理の推進　

R
6

R
7

単
位

基
準
値

目
標
値

R
5

11

① ％公園愛護会普及率 36.1（R4） 36.1 36.1 36.1
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指
標 ① ―

基
準
値

―
R
7

・公共施設再編計画に基づく、施設ごとの建替え、
再編に伴うＺＥＢ化の実施
・ＺＥＨ補助金制度の検討
・環境基本計画の改訂

・公共施設再編計画に基づく、施設ごとの建替え、
再編に伴うＺＥＢ化の実施
・ＺＥＨ補助金制度の開始

・同左

補助金交付

【　新規・拡充事業　】
市内建築物の脱炭素化（ＺＥＢ化・ＺＥＨ化）推進事業 公共資産課・環境保全課

市域の脱炭素化の推進を図るため、市内建築物の新築時等に併せ、省エネ設備や再エネ設備の導入を促進
します。
※ＺＥＢ:「ゼブ」とは、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギーの収支
をゼロにすることを目指した建物のこと。
※ＺＥＨ:「ゼッチ」とは、住まいの断熱性能や省エネ性能を向上し、さらに太陽光発電などで生活に必
要なエネルギーをつくり出すことにより、年間の一次消費エネルギー量（空調・給湯・照明・換気）をお
おむねゼロ以下にする住宅のこと。

S
D
G
s

7 13

新規

概
要

補助金制度開始事業進捗度
単
位

政策 1 自然環境

公共資産課

目
標
値

R
5

補助金制度の検
討

R
6

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

新規

311.5
R
7

分野 6 環境

3,738

ソーラーカーポート設置事業

R
5

―
R
6

施
策
 
2
 
環
境
負
荷
の
低
減

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・設計（蓄電池・充電器・パネル・カーポート）
・設置工事
・災害時の活用

・災害時の活用

指
標 ① CO₂の削減

単
位

kg/CO₂
基
準
値

―
目
標
値

概
要

温室効果ガス排出量を削減し、脱炭素化の推進を図るため、公用の電気自動車購入に伴い、電気自動車の
充電及び市役所庁舎への給電が可能なソーラーカーポートを設置します。

S
D
G
s

7 13
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施
策
 
2
 
環
境
負
荷
の
低
減

― ―

指
標 ① CO2の削減

単
位

kg/CO2

基
準
値

1,341
目
標
値

R
5

―
R
6

1,341
R
7

1,341

電気自動車の購入

事
業

内
容

概
要

指
標

【　新規・拡充事業　】
拡充 戦略-育4 みどり公園課

概
要

市民の憩いの場である光綾公園の老朽化した施設を改修し、脱炭素の推進を図るため、管理棟に太陽光発
電設備の設置を行います。

S
D
G
s

11

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・管理棟建設（太陽光）

（再掲）光綾公園管理棟太陽光設備設置工事

【　主要継続事業　】

1（R3）
目
標
値

4

概
要

指
標 ① 市役所で管理する電気自動車の所有台数

単
位

4

公共資産課

市の事務事業において排出される温室効果ガスの一層の削減を図るため、公用自動車の入れ替えにあた
り、環境性能に優れた電気自動車を購入します。

S
D
G
s

台
基
準
値

継続

R
7

R
6

R
5

2

分野 6 環境

政策 1 自然環境

① 太陽光発電補助実施件数
単
位

件 55
R
6

60
R
7

65

②
太陽光発電設備設置による二酸化炭素排出
削減量

kg-CO₂ 2,856,670(R2) 2,980,000 3,012,220 3,047,125

41（R2） 目
標
値

R
5

基
準
値

継続 太陽光発電等補助制度の実施　　　 環境保全課

地球温暖化対策への取組みとして、太陽光発電設備、家庭用燃料電池や蓄電池などの創エネルギー・蓄エ
ネルギー設備の設置を推進するため、設備の導入者に対して費用の一部を助成します。

S
D
G
s
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540

資源物収集所運用（カゴ出し及び分別指導）委託事業 リサイクルプラザ

概
要

高齢化や自治会未加入者が増加する中、資源物収集所のカゴ出しや分別指導員（立ち当番）がおらず、自
治会対応では限界にきているため、資源物収集所の運用を改めて自治会へ業務委託（有料）し、運用は自
治会員の強制対応ではなく、地域のニーズに合わせた運用を図ります。

S
D
G
s

11

R
6

R
7

――① 委託化個所率
単
位

％
基
準
値

―
目
標
値

R
5

100

新規

指
標

① ネットボックス設置個所数
単
位

箇所数
基
準
値

―
目
標
値

R
5

540
R
6

540
R
7

令和7年度
事
業

内
容

令和5年度 令和6年度

概
要

・自治会長会議への付議
・補助金支給開始

・補助金支給 ・同左

指
標

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・自治会ニーズ調査の実施
・自治会長会議への付議

・委託実施
・委託後の問題点抽出

・事業の運営

現状のゴミ収集所の回収方法を維持し、カラスなどの被害防止及び自治会の巡回や掃除等の管理負担を減
らしながら衛生保持するため、ごみ収集ネットボックス購入にかかる費用の一部を補助します。

S
D
G
s

分野 6 環境

政策 2 生活環境

施
策
 
1
 
生
活
環
境
の
保
全

【　新規・拡充事業　】
新規 ごみ収集ネットボックス購入費補助金 リサイクルプラザ
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R
6

1
R
7

美化キャンペーン

実施回数

単
位

継続 そ族昆虫駆除事業の補助 健康づくり推進課

指
標

基
準
値

1（R1）回 11

分野 6 環境

政策 2 生活環境

施
策
 
1
 
生
活
環
境
の
保
全

R
5

①
目
標
値

継続

単
位

概
要

きれいで暮らしやすいまちづくりを推進するため、不法投棄対策への取組みとして美化キャンペーンを実
施します。

S
D
G
s

R
6

概
要

人に危害を及ぼす恐れのあるスズメバチの刺傷被害を未然に防止するため、スズメバチの巣の駆除に要し
た費用の一部を助成します。

60
R
7

件
基
準
値

60（R3）
指
標 ① 補助金の交付件数

目
標
値

R
5

60

【　主要継続事業　】
環境保全課

S
D
G
s

60
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指
標 ①

草木等の回収量（可燃ごみと区分して回収
されたのち、資源化される量）

単
位

トン

資源ごみの分別の意識徹底及び可燃ごみの減量化を図るため、家庭系可燃ごみに混入する再生可能な紙類
(雑がみ)の分別の啓発メッセージを掲載した紙袋(雑がみを捨てる際に使用可能)を、各世帯に一定期間配
布します。

S
D
G
s

単
位

可燃ごみ混入雑がみ等分別袋配布事業

基
準
値

R
7

基準値＋300463（R2）
目
標
値

基準値＋250
R
6

目
標
値

S
D
G
s

基準値＋300

基
準
値

参考値1,000
（他市実績より

算出）

施
策
 
2
　
資
源
の
利
活
用

継続 リサイクルプラザ

概
要

可燃ごみ収集等効率化事業（草木等の資源化による可燃ごみの減量化）

R
5

【　主要継続事業　】

家庭系可燃ごみの減量化と資源循環の促進を図るため、ＧＰＳ付きタブレット端末を収集車に搭載し、車
の位置情報や収集状況をリアルタイムで管理することで、可燃ごみ収集所に出される草や枝類の効率的な
回収と資源化を行います。

R
5

1,000
R
6

1,000
R
7

1,000

継続 リサイクルプラザ

概
要

指
標 ① 雑がみの資源回収量の増加量 トン

政策 2 生活環境

分野 6 環境

7
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戦略-育3自治会のＬＩＮＥ開設支援

市民活動推進課

概
要

市民の郷土意識を高め、郷土愛を深めるとともに、市民交流・地域交流により、心のかよい合う人間性豊
かな地域社会づくりを目指すため、「夏の思い出、ふれあいの夕べ」をテーマとして、あやせ大納涼祭を
開催します。

S
D
G
s

指
標

①

人
基
準
値

23,000(R1)
目
標
値

R
5

・同左

12,000

戦略-育3

アカウント開設地域数（自治会、区、組単
位）

・アカウント未開設自治会に対する、翌年度開設意
向ヒアリング

新規 市民活動推進課

概
要

自治会員に対して容易な情報共有を図るとともに、将来的には回覧板等の代替手段として活用し、自治会
活動の負担軽減を推進させるため、講習会等を実施し、ＬＩＮＥアカウントの新規開設を促進します。

S
D
G
s

【　主要継続事業　】

R
7

15

② アカウント登録者数 人 ― 100 250

単
位

地域 基
準
値

15,000

事
業

内
容

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・県と連携し、自治会向けアカウント開設講習会等
の実施
・アカウント未開設自治会に対する、翌年度開設意
向ヒアリング

450

R
6

14,000
R
7

あやせ大納涼祭

① 来場者数
単
位

継続

指
標

分野 7 自治・行政

政策 1 コミュニティ

【　新規・拡充事業　】施
策
 
1
　
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り

― 目
標
値

R
5

5 R
6

10
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9,500

登録団体数

人

市民活動応援補助金（きらめき補助金）

164 167

単
位

R
6

10,000

155（R2）

市民活動推進課

161

市民活動推進課

74

利用者数

②

％
R
5

73

団体

4,959（R2）

72
R
6

基
準
値

戦略-育3

S
D
G
s

継続

70（R3）

目
標
値

概
要

市民活動団体の育成及び市民活動の活性化を図るため、地域社会に有益で公共性の高い事業を実施する団
体に対し、事業にかかる費用の一部を助成します。

【　主要継続事業　】
継続 戦略-育3

R
7

8,000

市民活動センターあやせ

単
位

指
標 ①

R
5

基
準
値

目
標
値

きらめき補助金交付団体の活動継続率

分野 7 自治・行政

政策 1 コミュニティ

施
策
 
1
　
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り

指
標

概
要

市民活動・地域活動が活発に行われる環境を整備し、市民活動団体に対し情報提供や研修、団体運営の活
動相談などの支援を行うため、市民活動センターあやせを設置、運営します。

S
D
G
s

① R
7

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・市民協働事業　                              戦略-育3（令和４年度実施計画　その他掲載）
・自治会ホームページ作成経費に対する補助金　　戦略-育3（令和４年度実施計画　その他掲載）
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基
準
値

目
標
値

分野 7 自治・行政

事
業

内
容

10

R
6

【　主要継続事業　】

―

継続

概
要

R
6

一元的窓口の利用により必要な情報や支援
を得ることができた外国人市民数

単
位

令和5年度 令和6年度 令和7年度

・市内に暮らす外国人と日本人の多文化親子交流事
業の実施

・多文化親子交流事業の実施及び参加者の事業企画
への参加促進

・多文化親子交流事業の実施及び参加者による
多文化子育てサークル等の立ち上げ支援

指
標

① 多文化親子交流事業の開催回数 単
位

回

10 10

2R
5

S
D
G
s

戦略-育2 市民活動推進課

2

② 多文化親子交流事業の参加者数 組 ―

施
策
 
2
 
多
文
化
共
生

53（R2行政通訳
員通訳実績）

新規

政策 1 コミュニティ

【　新規・拡充事業　】
戦略-育2 市民活動推進課

概
要

外国人市民が活躍する多文化共生のまちづくりを実現するため、市内に暮らす外国人と日本人の親子交流
事業を実施し、外国人市民の中でも特に孤立しがちな母親とその子ども達が地域とつながることを支援す
るとともに、外国人市民自らが多文化子育てサークルを立ち上げ、共生社会を支える担い手となることを
目指します。

S
D
G
s

2 R
7

親子交流による多文化共生の推進

指
標 ① 人

基
準
値

言葉の壁による情報格差を解消し、外国人市民の生活の自立を支援するため、一元的な情報提供・相談窓
口を運営します。

R
7

156

外国人市民のための一元的情報提供・相談窓口

目
標
値

R
5

144120

78



施
策
 
2
 
多
文
化
共
生

S
D
G
s

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・あやせウェルカムパックの配布     戦略-育2（令和４年度実施計画　新規事業掲載）

フェスティバル参加により、交流を図るこ
とのできた外国人市民数

R
7

1,000

概
要

市内に暮らす外国人市民と日本人市民との文化・生活習慣などの相互理解と交流促進のため、あやせ国際
フェスティバルを開催します。

基
準
値

単
位

人

日本語等の学習支援

外国人市民が地域コミュニティの一員として自立し、共に安心・快適に暮らしていくため、生活に最低限
必要な日本語や日本社会に関する学習及び日本人市民との交流の場であるボランティアによる日本語教室
の運営を支援します。

継続

2,055
指
標 ①

日本語教室に参加する学習者数（延べ人
数）

R
7

① 1,000

単
位

人

【　主要継続事業　】
戦略-育2

1,965
R
6

R
5

あやせ国際フェスティバル

R
6

2,1001,785（R2）
目
標
値

市民活動推進課

分野 7 自治・行政

市民活動推進課継続

概
要

基
準
値

政策 1 コミュニティ

800（H30)

戦略-育2

900
目
標
値

R
5

指
標

S
D
G
s

79



5（R1）

R
5

30

誰もが個性や能力に応じて活躍できる男女共同参画社会の実現に向け、市民の理解と関心を深めるため、
標語・川柳コンクールを実施します。

12
R
6

R
7

S
D
G
s

概
要

15 20

14

男女共同参画標語・川柳コンクール

人権作文・ポスターコンクール

3（R3）
R
7

14

分野 7 自治・行政

施
策
 
1
 
人
権
擁
護

S
D
G
s

指
標 ①

市民課

政策 2 人権・平和

人権意識の啓発を図るため、市内の中学生を対象に、人権作文・ポスターコンクールを実施します。

55単
位

②

市民活動推進課

目
標
値

【　主要継続事業　】

継続

継続

概
要

コンクールの応募件数
単
位

件
基
準
値

指
標

目
標
値

① 20（R1） R
5

40 R
6

50

応募件数（ポスター） 点

点 基
準
値

応募件数（作文）
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分野 7 自治・行政

210（R3）
目
標
値

R
6

指
標

来場者数 290

施
策
 
2
 
平
和
活
動

R
7

平和への意識の高揚に向け、戦争の悲惨さや平和の尊さを伝えるため、戦争（原爆）被害の実相写真パネ
ルや、戦時中の品々の展示や記録映像などを展示する、平和展を開催します。

270

S
D
G
s

概
要

R
5

人

市民課

【　主要継続事業　】

単
位

250

継続 平和展

政策 2 人権・平和

基
準
値

①

81



62
R
6

62

8

目
標
値

S
D
G
s

現在職員が手作業で行っている業務の一部を機械化することで人的ミスを減らし、また、職員が他の業務
に専念できるようになることで、市民サービスの更なる向上を図るため、封入封かん機や郵便料金計器を
導入します。

【　新規・拡充事業　】

94

施
策
 
1
 
効
果
的
・
効
率
的
な
行
財
政
経
営

時間 94（R4）

スマート自治体の推進に向け、市民の利便性と職員の生産性の向上を図るため、ＡＩやＲＰＡ等のデジタ
ル技術を効果的に活用し、行政サービスの更なる向上につなげてまいります。

76,063

R
7 9494

指
標

情報システム課、収納課

72,441(R3)
（導入前の作業

量）
72,441

R
5

基
準
値

同機を利用した封入封かん枚数

R
5

継続

ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡを導入した収納課の
定型業務の処理時間

文書法務課

基
準
値

業務効率化の取組

② 同機を利用した郵便通数

R
6

R
7

枚

％

枚
単
位 1年間の稼働状

況をみて、目標
値を設定

分野 7 自治・行政

62（R4）

指
標

180,000

① 62

目
標
値

180,000

継続

概
要

180,000(R2)
（導入前の作業

量）

スマート自治体推進事業　　

単
位

S
D
G
s

②

1年間の稼働状
況をみて、目標

値を設定

政策 3 行政経営

文字起こし作業時間の削減率

概
要

①

82



施
策
 
1
 
効
果
的
・
効
率
的
な
行
財
政
経
営

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・総合計画２０３０の効果検証       戦略-全て（令和４年度実施計画　新規事業掲載）

指
標

R
5

継続 行政文書管理システムの運用 

① 0（R3）

文書法務課

80

政策 3 行政経営

R
7

分野 7 自治・行政

単
位

％
基
準
値

R
6

S
D
G
s

行政文書管理システムの運用に伴う電子化
割合

90

【　主要継続事業　】

90
目
標
値

概
要

行政情報の電子的管理を推進し、行政機能の維持・強化を図るため、行政文書管理システムの活用によ
り、紙ベースで行っている決裁をデジタル化します。

83



事
業

内
容

令和5年度

ローズガーデンの来園者数

指
標

民間調査機関による自治体認知度ランキン
グ

R
5

・市の花「ばら」のカラーマンホール、マンホール
カード作成（下水道課）
・光綾公園ローズガーデンの開園（みどり公園課）

370457（R3）①

・光綾公園ローズガーデンリニューアルをＰＲする
横断幕作成（秘書広報課）
・市庁舎エントランスばら装飾サイン作成、市庁舎
ばら植栽整備設計（公共資産課）
・ばら商品開発支援事業への支援（商業観光課）
・光綾公園ローズガーデンＰＲ動画等の作成（みど
り公園課）
・ばらをデザインしたご当地婚姻届の作成（市民
課）

市の花「ばら」の市民認知度②

R
6

30,000 R
7

40,000

R
6

単
位

地域の活性化に向け、市の魅力及び知名度の向上を図るため、東名高速道路にかかる市道橋の欄干に設置
した「シティプロモーション横断幕」の維持点検及び横断幕の外部周知を行います。

分野 7 自治・行政

政策 3 行政経営

【　新規・拡充事業　】
新規 ばらで輝くまちあやせへの取組み

位
基
準
値

概
要

本市の認知度向上と交流人口の増加による地域活性化のため、市の花がばらであることを市民に再認識し
てもらい、市内へ訪れる全ての方が市の花「ばら」を身近に感じることができ、光綾公園ローズガーデン
のリニューアルオープンに代表される「ばらとのつながりで輝くまちあやせ」として誇りを持てるような
施策を展開します。

指
標

％ 66.5（H5） 71 75.5 80

秘書広報課東名高速道路シティプロモーション横断幕

戦略-育4 秘書広報課・公共資産課・市民課・商業観光課・みどり公園課

【　主要継続事業　】

R
7

単
位

人 基
準
値

― 目
標
値

R
5

―

令和6年度

施
策
 
2
　
 
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

概
要

目
標
値

430

S
D
G
s

令和7年度

継続

・公共施設へのばらの植栽（各公共施設所管
課）

370

S
D
G
s

①

84



概
要

指
標

施
策
 
3
 
人
材
育
成
・
研
修

400
R
6

400

【　主要継続事業　】

テストセンター方式導入による受験者数
（一般行政）

職員課

①
目
標
値

R
7

400
R
5

186（R3）人

採用試験のリニューアル 　　　　継続

S
D
G
s

政策 3 行政経営

分野 7 自治・行政

単
位

綾瀬市で活躍できる有為な人材の獲得に向け、受験者数の増加を図るため、全国各地のテストセンター
（民間パソコン教室など）において、受験者の都合の良い日程・会場で、筆記試験を受験できるよう、採
用試験のリニューアルを行います。また、採用担当職員に対し、面接官の面接スキルの向上を図る研修を
行います。

基
準
値

85



公共資産課

事
業

内
容

令和5年度

基
準
値

―
R
6

単
位

％

・コミュニティ供用施設建設工事（R7～R8）
・家屋調査

目
標
値

R
5

10.3 12.8 44.2

早川地区公共施設再編事業 戦略-支5

政策 3 行政経営

概
要

分野 7 自治・行政

令和6年度 令和7年度

S
D
G
s

R
7

施
策
 
4
 
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

【　新規・拡充事業　】

・地質調査委託
・地元、利用者調整

・早園地区センター解体工事
・家屋調査
・地元、利用者調整

新規

指
標 ① 事業進捗率

市民の利便性・利用率の向上及び施設総量の削減と効率的な維持管理のため、早園地区センターを解体
し、跡地に早園地区センターと早川自治会館を複合したコミュニティ供用施設を建設します。

86



―
R
7

公共資産課

市民の利便性・利用率の向上及び施設総量の削減と効率的な維持管理のため、北の台地区センターを解体
し、跡地に北の台地区センターと蓼川自治会館を複合したコミュニティ供用施設を建設します。

① 事業進捗率

戦略-支5継続

R
5

― 3.8

概
要

概
要

政策 3 行政経営

【　主要継続事業　】施
策
 
4
 
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

基
準
値

R
7

蓼川地区公共施設再編事業　

単
位

26.8

指
標

％
目
標
値

障がい福祉課・公共資産課

15.2 98.6
R
6

①

100
R
6

基
準
値

分野 7 自治・行政

S
D
G
s

もみの木園建替え事業　

％

事業進捗率

児童発達支援センター機能の充実を図るため、障がい特性に応じた療育支援体制を整備するとともに、必
要な設備を備えた適切な規模の施設へ建替えます。

戦略-支5

単
位

継続

57.3

S
D
G
s

指
標

目
標
値

R
5
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S
D
G
s

戦略-稼5 公共資産課　継続 綾瀬市中心市街地の活性化

市役所周辺中心市街地の魅力向上の取組みとして、旧消防本部エリア及び商業施設エリアへ魅力ある商業
施設の誘致を行うとともに公共施設の再編を進めることで、利便性、回遊性の向上を図ります。

R
5

0
R
6

18.4 18.4

政策 3 行政経営

分野 7 自治・行政

R
7

目
標
値

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・市民文化センターの再編　　　戦略-稼5　（令和４年度実施計画　新規事業掲載）
・公共施設再編の推進　　　　　戦略-支5　（令和４年度実施計画　主要継続事業掲載）

―

施
策
 
4
 
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

【　主要継続事業　】

概
要

％
基
準
値

指
標 ① 中心市街地工事進捗率

単
位

88



目
標
値

R
5

指
標

単
位

月 基
準
値

4（R4）

保育所に対する給付費等管理業務の効率化による職員の負担軽減及び保育士と子どもが向き合う時間を確
保するため、施設型給付費や処遇改善等加算の申請をシステム化し、膨大な情報を一元管理します。

S
D
G
s

令和5年度 令和6年度

概
要

R
7② 時間 55,790（R3）

分野 7 自治・行政

政策 3 行政経営

令和5年度

3

163

・システムの使用

2 R
7

新規 戦略-育1（再掲）保育所給付費等管理システム導入事業

①
処遇改善等加算の申請依頼から確認作業、
認定までの期間

2

・同左

163

R
6

事
業

内
容

② 職員の時間外勤務時間数 時間 337（R4） 253

指
標

①

・デジタルでの手続き数、メニュー数の拡大
・システムの導入及び追加
・地域のデジタル化

審査時間の削減、来庁者の滞在時間の短縮
＝職員の時間外勤務時間数

4

情報システム課

令和7年度

・施設への説明会
・運用開始

保育課

概
要

50,896

・システムの導入及び関係者との調整
・次年度施策の立案、調整

令和7年度

55,232 52,470

事
業

内
容

施
策
 
5
　
I
C
T
の
利
活
用

市民や事業者の利便性向上を図るため、市役所に来庁せずに補助金の申請や契約の締結、施設予約が可能
になる電子申請、電子契約及び施設予約システムの導入や、来庁時の窓口では申請書などをペーパーレス
化するタブレットの導入、保育のＩＣＴ化、相談や会議でのＩＣＴツールの導入を行います。また、これ
らの取り組みの推進や市の情報を発信するＬＩＮＥなどのツールや、市民をお待たせしないよう、迅速に
対応するため、コミュニケーションツールやテレワークツールの整備などを行います。

S
D
G
s

【　新規・拡充事業　】
新規 綾瀬市ＤＸ推進事業

システムを利用した市民の利便性の向上及
び満足度の向上 単

位

5段階
評価 基

準
値

― 目
標
値

R
5

3
R
6

3.5

・導入システムの運用
・デジタルでの手続き数、メニュー数の拡大
・システムの導入及び追加

令和6年度

89



件
基
準
値

・システム導入
・システム運用

新規

600
R
6

180
R
7

①

180

基
準
値

単
位

都市計画課

概
要

行政サービスの向上と業務の効率化、高度化を図るため、都市計画情報をインターネット上で検索できる
システムを導入します。

新規 （再掲）綾瀬市公開型地図情報配信システム導入・運用業務

事
業

内
容

令和5年度

180

・システム運用
・データ更新

・同左

720（R4）
目
標
値

R
5

都市計画情報の問い合わせ件数
単
位

指
標

施
策
 
5
　
I
C
T
の
利
活
用

令和7年度
事
業

内
容

令和5年度 令和6年度

①

S
D
G
s

S
D
G
s

180

11

・同左

3 R
7

3

令和7年度

保育課

書類の作成や納付書の送付、口座情報の管理などにおける事務処理の円滑化により、職員の負担軽減を図
るため、市内放課後児童クラブの利用者及びその家族に関する情報の管理や、利用希望者の判定事務を行
うシステムを導入します。

4 R
6

分野 7 自治・行政

政策 3 行政経営

【　新規・拡充事業　】
（再掲）放課後児童クラブ管理システム導入事業 戦略-育1

概
要

指
標

職員の時間外勤務時間数 時間 300（R4）

目
標
値②

R
5

・試験運用の実施
・本稼働、システムによる事務処理

・システムによる事務処理

令和6年度

次年度4月1日入所申請処理に係る期間 週間 4（R4）

300
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令和6年度

11

道路台帳に係る来庁者数 単
位

人 基
準
値 0

道路台帳の確認や調査において、利用者の利便性向上と窓口業務の効率化を図るため、道路台帳の電子化
を行い、インターネット上で参照できる仕組みの導入など、来庁せずに確認、調査できる環境を形成しま
す。

S
D
G
s

令和5年度

新規 （再掲）道路台帳電子化推進事業

【　新規・拡充事業　】

①

事
業

内
容

指
標

％ 0（R3）

概
要

道路管理課

令和7年度

・境界査定図成果の電子化(100％)
・境界点の電子化(100％)
・道路台帳の電子化（道路骨格地形、道路台帳
要素、道路中心線ベクトルデータ化）
・境界査定図及び境界点をインターネット上に
取込み公開
・道路台帳をインターネット上に取込み公開

47.97 77.86

R
5

1,879 R
6

1,879 R
7

1,252

分野 7 自治・行政

政策 3 行政経営

施
策
 
5
　
I
C
T
の
利
活
用

1,879（R3） 目
標
値

・路線の見直し（1・2級幹線の見直し及び路線再編
成）

・境界査定図成果の電子化(50％)
・境界点の電子化(50％)
・電子化した境界査定図及び境界点について、イン
ターネット上に取込み、令和6年度末に公開

② デジタル台帳の導入（公開）率
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① ％

③

指
標

基
準
値

単
位

議会運営や庁内業務の効率化、ペーパーレス化の推進を図るため、本会議や庁議などにおいて、タブレッ
ト会議システムを活用します。

目
標
値

タブレット会議システムの活用    

R
5

指
標

65（R4）

概
要

継続

② 時間

概
要

R
5

40

76,440（R3）

R
7

目
標
値

R
7

950（R3） 960

公共施設Ｗｉ－Ｆｉ環境整備

【　主要継続事業　】

65 65

公共資産課

分野 7 自治・行政

政策 3 行政経営

965 970

65

79,220

情報システム課・議会事務局

79,720

50

S
D
G
s

R
6

市民生活の利便性向上に向け、携行するモバイル端末がインターネットにつながる拠点を構築し、市民を
はじめ、本市に関わる全ての方がインターネットを利用した情報の収集、発信及び交換が手軽に行えるよ
うにするため、市役所、保健福祉プラザ、児童館、各地区センターなど全４４施設へＷｉ－Ｆｉ環境を整
備します。

S
D
G
s

基
準
値

施
策
 
5
　
I
C
T
の
利
活
用

30（R3）

作業短縮時間数

タブレットを使用した市議会での会議数 回

枚① 紙削減量 80,220

継続

地区センターなど自由学習室の利用率 45
R
6

単
位
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